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【届出の対象とした募集金額】 (第20回新株予約権)

その他の者に対する割当 　　　　　　　10,800,000円

(新株予約権の払込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額の合計額を合算した金額)

　　　　　　　　　　 　　　　　　 1,531,800,000円

 
(注)　行使価額が修正又は調整された場合には、新株予約権の払

込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資される財産

の価額の合計額を合算した金額は増加又は減少する可能性

があります。また、新株予約権の権利行使期間内に行使が

行われない場合及び当社が取得した新株予約権を消却した

場合には、新株予約権の払込金額の総額に新株予約権の行

使に際して出資される財産の価額の合計額を合算した金額

は減少する可能性があります。

 
【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行新株予約権証券(第20回新株予約権証券)】

(1) 【募集の条件】

 

発行数 1,500,000個(新株予約権１個につき１株)

発行価額の総額 10,800,000円

発行価格 新株予約権１個につき7.2円(新株予約権の目的である株式１株につき7.2円)

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 平成28年11月21日(月)

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所
株式会社ＵＭＮファーマ　財務部
神奈川県横浜市港北区新横浜二丁目14番30号

払込期日 平成28年11月21日(月)

割当日 平成28年11月21日(月)

払込取扱場所 株式会社三井住友銀行　新橋支店
 

(注) １．第20回新株予約権証券(以下、「本新株予約権」という。)については、平成28年11月４日開催の当社取締役

会において発行を決議しております。

２．申込み及び払込みの方法は、本有価証券届出書による届出の効力発生後に、本新株予約権の買取契約(以

下、「本新株予約権買取契約」という。)を締結し、払込期日までに上記払込取扱場所へ発行価額の総額を

払込むものとします。

３．本新株予約権の募集は第三者割当の方法によります。
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(2) 【新株予約権の内容等】

 

当該行使価額修正

条項付新株予約権

付社債券等の特質

１．本新株予約権の目的となる株式の総数は1,500,000株、割当株式数(別記「新株予約権の

目的となる株式の数」欄に定義する。)は１株で確定しており、株価の上昇又は下落により

行使価額(別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項に定義する。)が修正されても

変化しない(但し、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄に記載のとおり、調整され

ることがある。)。なお、株価の上昇又は下落により行使価額が修正された場合、本新株予

約権による資金調達の額は増加又は減少する。

２．行使価額の修正基準

行使価額は、割当日以降、割当日(当日を含む。)から起算して５価格算定日(以下に定義

する。)が経過する毎に修正される。価格算定日とは、株式会社東京証券取引所(以下、

「取引所」という。)において売買立会が行われる日(以下、「取引日」という。)であっ

て、別記「新株予約権の行使期間」欄第２項に定める市場混乱事由が発生しなかった日を

いう。本項に基づき行使価額が修正される場合、行使価額は、直前に行使価額が修正され

た日(初回の修正については割当日)(当日を含む。)から起算して５価格算定日目の日の翌

取引日(以下、「修正日」という。)に、修正日に先立つ５連続価格算定日(以下、「価格算

定期間」という。)の各価格算定日において取引所が発表する当社普通株式の普通取引の売

買高加重平均価格(VWAP)の単純平均値の、それぞれ90％に相当する金額の１円未満の端数

を切り上げた額(以下、「基準行使価額」という。)(但し、当該金額が、①上限行使価額

(以下に定義する。)を上回る場合、上限行使価額とし、②下限行使価額(以下に定義す

る。)を下回る場合、下限行使価額とする。)に修正される。また、いずれかの価格算定期

間内に別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第４項の規定に基づく調整の原因となる

事由が発生した場合には、当該価格算定期間の各価格算定日において取引所が発表する当

社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格は当該事由を勘案して調整される。「上限行

使価額」は当初1,689円とし、「下限行使価額」は当初563円とするが、いずれかの修正日

において基準行使価額が2,252円(以下、「上限撤回価額」という。)を超える場合、当該修

正日以降、上限行使価額は適用されず、以後の行使価額は基準行使価額(但し、当該金額が

下限行使価額を下回る場合、下限行使価額とする。)となる。上限行使価額、上限撤回価額

及び下限行使価額は別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第４項の規定を準用して調

整される。

３．行使価額の修正頻度

行使価額は、５価格算定日に一度の頻度で修正される。

４．行使価額の下限及び上限

「下限行使価額」は当初563円とする。但し、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄

第４項の規定を準用して調整される。

「上限行使価額」は当初1,689円とするが、いずれかの修正日において基準行使価額が上

限撤回価額を超える場合、当該修正日以降、上限行使価額は適用されず、以後の行使価額

は基準行使価額(但し、当該金額が下限行使価額を下回る場合、下限行使価額とする。)と

なる。但し、上限行使価額及び上限撤回価額は、別記「新株予約権の行使時の払込金額」

欄第４項の規定を準用して調整される。
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 ５．割当株式数の上限

1,500,000株(発行済株式総数に対する割合は13.2％)

６．本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限(本欄第４項に記載の行使価額の

下限行使価額にて本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額)

855,300,000円(但し、本新株予約権は行使されない可能性がある。)

７．本新株予約権には、当社取締役会の決議等により本新株予約権の全部を取得することが

できる条項が設けられていない。

新株予約権の目的

となる株式の種類

当社普通株式(完全議決権株式であり、権利内容に何らの限定のない当社における標準とな

る株式である。なお、当社は１単元を100株とする単元株式制度を採用している。)

新株予約権の目的

となる株式の数

本新株予約権の目的となる株式の総数は1,500,000株(本新株予約権１個当たりの目的とな

る株式の数(以下、「割当株式数」という。)は１株)とする。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調

整するものとする。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていな

い本新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数に

ついては、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

その他、目的となる株式数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議

により、合理的な範囲で目的となる株式数を適宜調整するものとする。

新株予約権の行使

時の払込金額

１．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額(以下に定義する。)

に割当株式数を乗じた額とする。但し、これにより１円未満の端数を生じる場合は、これ

を切り捨てる。

２．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付(当社普通株式を新たに発行し、又

は当社の保有する当社普通株式を処分することをいう。以下同じ。)する場合における株式

１株当たりの出資される財産の価額(以下、「行使価額」という。)は、当初、1,014円とす

る(以下、「当初行使価額」という。)。

３．行使価額の修正

行使価額は、割当日以降、割当日(当日を含む。)から起算して５価格算定日が経過する

毎に修正される。本項に基づき行使価額が修正される場合、行使価額は、修正日に、基準

行使価額に修正される。また、いずれかの価格算定期間内に本欄第４項の規定に基づく調

整の原因となる事由が発生した場合には、当該価格算定期間の各価格算定日において取引

所が発表する当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格は当該事由を勘案して調整さ

れる。

本項上記の規定に関わらず、いずれかの修正日において基準行使価額が上限撤回価額(上

記「当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質」欄第２項に定義する。)を超え

る場合、当該修正日以降、上限行使価額は適用されず、以後の行使価額は基準行使価額(但

し、当該金額が下限行使価額を下回る場合、下限行使価額とする。)となる。

上限行使価額、上限撤回価額及び下限行使価額は本欄第４項の規定を準用して調整され

る。
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 ４．行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社普通株式が

交付され、発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合

は、次に定める算式(以下、「行使価額調整式」という。)をもって行使価額を調整す

る。

 

 
調整後
行使価額

 
＝

 
調整前
行使価額

 
×

既発行
普通株式数

＋
交付普通株式数×１株当たりの払込金額

時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数
 

 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時

期については、次に定めるところによる。

①　本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付す

る場合(但し、当社の発行した取得請求権付株式若しくは取得条項付株式の取得と引換

えに交付する場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約

権付社債その他の証券若しくは権利の請求又は行使による場合を除く。)、調整後の行

使価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設けられているときは、当該払込期間の

最終日とする。以下同じ。)の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合は

その日の翌日以降これを適用する。

②　株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発行する場合、調整後の行使価額

は、株式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主

に割当を受ける権利を与えるための基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式

の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がないとき及

び株主(普通株主を除く。)に当社普通株式の無償割当をするときは当該割当の効力発

生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。

③　取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回

る価額をもって当社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合(無償割当

の場合を含む。)又は本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式

の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは権利

を発行する場合(無償割当ての場合を含む。)、調整後の行使価額は、発行される取得

請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが

当初の取得価額又は行使価額で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものと

みなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日(新株予約権又は新株

予約権付社債の場合は割当日、無償割当の場合は効力発生日)の翌日以降これを適用す

る。但し、その権利の割当のための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適

用する。上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が

取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利が発

行された時点で確定していない場合、調整後の行使価額は、当該対価の確定時点で発

行されている取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券

又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行使されて当社普通株式が交

付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確

定した日の翌日以降、これを適用する。

④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付さ

れたものを含む。)の取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額でもっ

て当社普通株式を交付する場合、調整後の行使価額は、取得日の翌日以降これを適用

する。
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 ⑤　本号①ないし③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定され、

かつ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機

関の承認を条件としているときは、本号①ないし③の定めにかかわらず、調整後の行

使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用する。この場合において、当

該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使した新株予

約権者に対しては、次の算式に従って当社普通株式の交付数を決定するものとする。

 

 
株式数

 
＝

(調整前行使価額－調整後行使価額)×
調整前行使価額により当該期間内に

交付された株式数

調整後行使価額
 

 

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わ

ない。

(3) 行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１

円未満にとどまる限りは、行使価額の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額

の調整を必要とする事由が発生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整

前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用する。

(4) 行使価額調整式の計算については、次に定めるところによる。

①　１円未満の端数を四捨五入する。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日(但し、本項第

(2)号⑤の場合は基準日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当社

普通株式の普通取引の終値の平均値(当日付けで終値のない日数を除く。)とする。こ

の場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入す

る。

③　行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、ま

た、基準日がない場合は、調整後の行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当

社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除し

た数とする。また、本項第(2)号②の場合には、行使価額調整式で使用する交付普通株

式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割当てられる当社普通株式数を

含まないものとする。

(5) 本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社

は、必要な行使価額の調整を行う。

①　株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を

完全親会社とする株式交換のために行使価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により

行使価額の調整を必要とするとき。

③　行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後

の行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する

必要があるとき。

(6) 本項第(2)号の規定にかかわらず、本項第(2)号に基づく調整後の行使価額を初めて適

用する日が第３項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な調整

を行う。

(7) 第３項及び本項に定めるところにより行使価額の修正又は調整を行うときは、当社

は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、修正又は調整前の行使価額、修正又

は調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本新

株予約権者に通知する。但し、本項第(2)号⑤の場合その他適用の日の前日までに前記の

通知を行うことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。
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新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価額の総額

1,531,800,000円

(注)別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項又は第４項により、行使価額が修正又

は調整された場合には、本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

額の総額は増加又は減少する可能性がある。本新株予約権の権利行使期間内に行使が行

われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、本新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額は減少する可能性がある。

新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価格及び資本

組入額

１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本

新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る本新株予約権の発

行価額の総額を加えた額を、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の本新株予

約権の目的である株式の総数で除した額とする。

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の

金額とし(計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。)、

当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額と

する。

新株予約権の行使

期間

１．本新株予約権の行使期間

平成28年11月21日(当日を含む。)から平成29年２月20日(当日を含む。)までとする。但

し、本新株予約権の行使期間の最終日までに以下に定める市場混乱事由が生じた場合、本

新株予約権の行使期間は、当該市場混乱事由の発生した日のうち取引日に該当する日数分

だけ、20取引日を上限に延長される。

２．市場混乱事由

以下の事態が発生している場合、かかる状況を市場混乱事由と定義する。

(1) 当社普通株式が取引所により監理銘柄又は整理銘柄に指定されている場合

(2) 取引所において当社普通株式の普通取引が終日行われなかった場合

(3) 当社普通株式の普通取引が取引所の定める株券の呼値の制限値幅の下限(ストップ

安)のまま終了した場合(取引所における当社株式の普通取引が比例配分(ストップ配

分)で確定したか否かにかかわらないものとする。)

新株予約権の行使

請求の受付場所、

取次場所及び払込

取扱場所

１．本新株予約権の行使請求受付場所

株式会社ＵＭＮファーマ　財務部

２．行使請求の取次場所

該当事項なし。

３．行使請求の払込取扱場所

株式会社三井住友銀行　新橋支店

新株予約権の行使

の条件

本新株予約権の一部行使はできない。

自己新株予約権の

取得の事由及び取

得の条件

但し、本新株予約権買取契約において、当社は、コミット期間延長事由（本「(2) 新株予約

権の内容等 （注）１. 行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の発行により資金調達をし

ようとする理由 (2) 資金調達方法の概要」に定義する。以下同じ。）が５回以上発生した場

合、当該５回目のコミット期間延長事由が発生した日以降いつでも、当初の割当てを受けた

割当予定先に対して、２週間以上の事前の通知を行うことにより、本新株予約権の全部又は

一部をその払込金額と同額で買い取ることができる旨が定められる予定である。

新株予約権の譲渡

に関する事項

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関す

る事項

該当事項なし。

組織再編成行為に

伴う新株予約権の

交付に関する事項

該当事項なし。
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(注) １．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の発行により資金調達をしようとする理由

当社は、下記「(1) 資金調達の目的」に記載の資金調達を行うために、様々な資金調達方法を検討いたしま

したが、下記「(3) 資金調達方法の選択理由、［他の資金調達方法との比較］」に記載のとおり、公募増資等

の各種資金調達方法には各々デメリットがある中で、EVOLUTION JAPAN証券株式会社より提案を受けた下記

「(2) 資金調達方法の概要」に記載のスキーム(以下、「本スキーム」という。)は、下記「(3) 資金調達方法

の選択理由」に記載のメリットがあることから、下記「(3) 資金調達方法の選択理由」に記載の本スキームの

デメリットに鑑みても、本スキームによる資金調達方法が当社のファイナンスニーズに最も合致していると判

断いたしました。そのため、本新株予約権(行使価額修正条項付新株予約権)の発行により資金調達をしようと

するものであります。

　

(1) 資金調達の目的

① 当社の事業概要及び事業進展状況

当社は、製薬業界で培った開発経験とネットワークを駆使し、満足な治療法や製造技術のない領域にて、

革新的な医薬品を迅速に開発することを会社のミッションに掲げ、平成16年４月に設立されました。一般的

な創薬型バイオベンチャーにおいて重要な事業領域である「創薬」領域に加え、当社独自の製造プラット

フォームを保有することにより、バイオ医薬品の製造という「製薬」領域も担うことのできるバイオファー

マ企業であります。当社グループは、現在、組換えインフルエンザHA(注１)ワクチンを中心とした次世代の

バイオ医薬品自社開発事業及びバイオ医薬品受託製造事業を主な事業としております。

バイオ医薬品自社開発事業においては、平成18年８月に遺伝子組換え手法を用いた独自のバイオ医薬品製

造技術を保有する米国のProtein Sciences Corporation(以下、「PSC」という。)より、Baculovirus

Expression Vector System(以下、「BEVS」(注２)という。)技術を用いたインフルエンザHAワクチンの日本

国内における独占的な開発、製造及び販売権を取得、平成22年11月には、中国・韓国・台湾・香港・シンガ

ポールにおける独占的事業化権を追加取得し、東アジア市場においても事業展開を開始いたしました。現

在、「UMN-0502」(季節性組換えインフルエンザHAワクチン(多価)(注３)、以下、「UMN-0502」という。)、

「UMN-0501」(組換えインフルエンザHAワクチン(H５N１)(注４)、以下、「UMN-0501」という。)及び「UMN-

0901」(組換えインフルエンザHAワクチン(H９N２)(注５)、以下、「UMN-0901」という。)の開発を進めてお

ります。また、平成28年９月に、フィンランドにあるタンペレ大学ワクチン研究センターのヴェシカリ教授

及びブラゼビッチ博士より、ウイルス性胃腸炎の主な原因ウイルスであるノロウイルスに対する「UMN-

2002」(組換えノロウイルスVLP単独ワクチン、以下、「UMN-2002」という。)の非独占事業化権を取得し、

開発を進めております。この他ノロウイルス及びロタウイルスに対する「UMN-2003」(組換えノロウイルス

VLP＋組換えロタウイルスVP６混合ワクチン)の開発を進めております。

平成22年９月に、アステラス製薬株式会社と国内におけるUMN-0502及びUMN-0501の共同事業化に関する提

携契約を締結し、共同で開発を実施しております。UMN-0502については、平成25年１月には、技術導入元で

あるPSCが季節性組換えインフルエンザHAワクチンとして、米国食品医薬品局(FDA)より製造販売承認を取得

し、「Flublok
®
」の製品名で米国にて販売を開始しております。また、UMN-0502(アステラス製薬株式会社

の開発コード：ASP7374)については、国内で実施した第Ⅲ相臨床試験において全ての目的を達成したことか

ら、平成26年５月にアステラス製薬株式会社が、インフルエンザの予防の効能・効果で、厚生労働省に製造

販売承認を申請いたしました。医薬品の審査は独立行政法人医薬品医療機器総合機構が実施いたします。審

査当局では、医薬品の品質、有効性、安全性について現在の科学技術に基づいて審査が行われます。承認審

査業務は、審査当局のホームページhttps：//www.pmda.go.jp/review-service/drug-reviws/0001.htmlに記

載されているとおり、多岐に亘る審査が実施されます。現状、審査当局により、新薬承認審査の基準を国際

的に統一し、医薬品の特性を検討するための非臨床試験・臨床試験の実施方法やルール、提出書類のフォー

マットなどを標準化することにより、製薬企業による各種試験の不必要な繰り返しを防いで医薬品開発・承

認申請の非効率を減らし、結果としてよりよい医薬品をより早く患者のもとへ届けることを目的として設置

されたICH（International Conference on Harmonisation of Technical Requirements for Registration

of Pharmaceuticals for Human Use. 日米EU医薬品規制調和国際会議）が設定するガイドライン等に基づく

審査が行われており、当該審査過程において当局より発出される品質、有効性、安全性等に関する各種照会

事項のやりとりをしております。発出された照会事項に対しては適時に対応しておりますが、今後も照会事

項を含め、当局にて各種審査が継続する見込みであります。また並行して、当社連結子会社である株式会社

UNIGEN岐阜工場（以下、「岐阜工場」という。）内に建設したバイオ医薬品原薬生産施設において、性能適
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格性評価(Performance Qualification:PQ)及びProcess Validation(PV)を完了し、平成26年11月に医薬品の

製造に必要となる医薬品製造業許可を取得いたしました。また、UMN-2002においては平成26年２月に第一三

共株式会社と共同研究契約を締結し、基礎研究を行っております。
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バイオ医薬品受託製造事業においては、平成26年12月に、当社、当社連結子会社である株式会社UNIGEN、

PSC及びバイオ医薬品原薬供給事業における共同事業者であり株式会社UNIGENの持分比率50％を保有する株

式会社IHIの４社にて締結した、PSCが米国で販売しているFlublok
®
の原薬を岐阜工場より供給することの可

能性検討に関する基本合意、並びに平成28年２月12日に株式会社UNIGENとPSCが締結した正式合意に基づ

き、平成28年４月７日（米国現地時間）に、FDAとPSCが製造所認可申請のための事前面談であるType C

Meetingを実施いたしました。FDAからの指示並びに要請事項については、準備を進める過程において検討し

ていた、PSCが保有する米国工場にて製造しているFlublok
®
原薬と岐阜工場にて試験製造したFlublok

®
原薬

との品質の同等性を確認するデータをもって認可取得するという対応事項の想定範囲内でありました。平成

26年５月に、アステラス製薬株式会社が国内においてUMN-0502の製造販売承認を申請する際に、PSCが保有

する米国工場で製造したFlublok
®
原薬と岐阜工場で試験製造したUMN-0502原薬の品質の同等性を確認する

データを取得しているため、FDAに対する正式申請及び岐阜工場製造所認可にあたって支障はないとの認識

の下、平成28年７月より10月まで岐阜工場においてFlublok
®
原薬の試験製造を実施いたしました。本書提出

日現在において、試験製造した原薬を用いて、PSCと協力してFDAによる岐阜工場製造所認可に向けた正式申

請準備作業を進めております。なお、Flublok
®
は、平成27年６月にPSCが、2014年－2015年シーズンに実施

したFlublok
®
(４価)と既承認孵化鶏卵ワクチン(４価)との有効性比較臨床試験の結果を発表、Flublok

®
(４

価)接種群において統計的有意差をもってインフルエンザ発症予防効果が示されております。平成28年10月

７日に、PSCが当該有効性比較臨床試験の結果を基にFDAに申請しておりましたFlublok
®
４価製剤が、FDAよ

り製造販売承認を取得するなど、米国内でのFlublok
®
の存在意義が高まっております。

 
② 平成28年５月25日開示新中期経営計画達成に向けたアクションプランの遂行状況

当社は、平成28年５月25日に新中期経営計画(注７)を公表し、UMN-0502製品供給による収益計上開始、米

国向けFlublok
®
原薬輸出事業を通じた収益拡大及び自社開発パイプラインの早期事業化に加え新規シーズの

導入により、着実な利益成長を目指す目標を打ち出しました。特に利益成長を実現するために、供給機会拡

大を見据えた岐阜工場生産能力の増強、米国向けFlublok
®
原薬輸出事業実現に向けたFDAによる製造所認可

対応、既存自社開発パイプラインの早期事業化及び長期的成長を実現するための新規シーズ導入等のアク

ションプランを確実に実行することが、新中期経営計画の実現において重要であると認識しております。

アクションプランの詳細及び遂行状況は以下のとおりであります。

 
ⅰ　米国向けFlublok

®
原薬輸出事業実現に向けた岐阜工場生産能力の増強及びFDAによる製造所認可対応

ア．供給量拡大を見据えた岐阜工場生産能力の増強

将来において、アステラス製薬株式会社への安定供給のみならず、米国市場をはじめとする海外への

原薬輸出に係る供給責任を果たすために、岐阜工場の生産能力の増強が必須となります。国内における

季節性インフルエンザワクチン市場は、2015年－2016年シーズンの想定供給量が約6,000万接種回分と

なっており、また米国市場においては2015年－2016年シーズンの想定供給量が1.71億接種回分から1.79

億接種回分となっており、合計で２億接種回分を超える市場規模であります。平成28年２月12日の米国

向けFlublok
®
原薬輸出事業の正式合意に至る協議過程において、PSCから提示を受けた想定販売計画量

を検討した結果、国内外市場に対する必要供給量の合計が、現状の主培養槽２基体制における生産能力

である1,300万接種回分～2,000万接種回分を上回ることが明らかになりました。医薬品はヒトの生命に

直結することから、製薬企業は極めて高度な供給責任を有しております。また、当社及び株式会社

UNIGENは、アステラス製薬株式会社及びPSCに対して、契約において供給義務を負っております。従い

まして、国内外市場に対する供給体制を万全とするためには、遅くとも平成30年度までには現状の主培

養槽２基体制から４基体制とし、生産能力を2,700万接種回分～4,000万接種回分とする必要があるとの

判断に至りました。医薬品原薬生産工場の場合、設備の変更等について当局の審査を経なければならな

いことから、追加設備投資には相応の期間が必要となります。従いまして、平成27年８月より岐阜工場

生産能力増強に係る設計業務等の先行準備を行ってまいりましたが、平成28年２月12日に、生産能力増

強のための設備投資を実施することについて取締役会にて決議し、増設に係る工事を開始、主要設備の

設置が完了した段階にあります。なお、平成28年７月29日に開示したとおり、UMN-0502の今期の商用生
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産の見送りに伴い、稼働開始時期を平成29年12月に変更しておりますが、上述のとおり、平成30年度よ

り４基体制へ移行すべく、増設工事を進めております。

イ．岐阜工場におけるFDAによる製造所認可対応

新中期経営計画の実現において、米国向けFlublok
®
原薬輸出事業は国内事業と同様に重要な事業の柱

と位置付けております。今後FDAからの岐阜工場の製造所認可に向けた各種準備対応を行い、2017年－

2018年シーズンからの原薬供給開始を目指しております。平成28年４月７日（米国現地時間）に、FDA

とPSCが製造所認可申請のための事前面談であるType C Meetingを実施いたしました。FDAからの指示並

びに要請事項は、PSCが保有する米国工場にて製造しているFlublok
®
原薬と岐阜工場にて試験製造した

Flublok
®
原薬との品質の同等性を確認するデータをもって認可取得するという対応事項の想定範囲内で

ありました。平成26年５月に、アステラス製薬株式会社が、国内においてUMN-0502製造販売承認を申請

する際に、PSCが保有する米国工場で製造したFlublok
®
原薬と岐阜工場で試験製造したUMN-0502原薬の

品質の同等性を確認するデータを取得しているため、FDAに対する正式申請及び岐阜工場製造所認可に

支障はないとの認識の下、岐阜工場を米国向けFlublok
®
原薬製造所として早期に認可を取得すべく、

PSC及び株式会社UNIGENが協力して正式申請に向けた諸準備を積極的に進めていくことといたしまし

た。平成28年７月より10月までの間に岐阜工場にてFlublok
®
原薬の試験製造を実施、原薬サンプルを

PSCに送付し、本書提出日に至るまで、PSCにて品質の同等性を確認する各種試験を行っております。

 
ⅱ　既存自社開発パイプラインの早期事業化及び長期的成長を実現するための新規シーズ導入

当社グループとして、長期的成長を果たすために継続的に自社開発パイプラインへの投資が重要となり

ます。アステラス製薬株式会社が厚生労働省に対して製造販売承認を申請しているUMN-0502、第一三共株

式会社と共同研究を実施しているUMN-2002をはじめとする自社開発パイプラインの早期事業化のために、

継続的な研究開発投資が重要となります。UMN-0502については、国内にて製造販売承認を取得するための

更なる研究開発費用が必要であり、またUMN-2002についても、早期に共同事業化フェーズに移行するため

の更なる研究開発費用が必要であります。一方、当社グループの長期的企業成長を実現するため、既存自

社開発パイプラインのみならず、新規シーズの積極的な導入活動を図っております。平成28年６月28日に

開示したとおり、中南米に脅威をもたらし、その他地域にも広がりを見せているジカウイルス感染症の感

染拡大に対応するため、PSCがSinergium Biotech（本社：アルゼンチン　ブエノスアイレス　CEO：アレ

ジャンドロ・ジル）及びMundo Sano（本社：アルゼンチン　ブエノスアイレス　CEO：シルビア・ゴール

ド）と取組み中の、ジカウイルスワクチンを共同で開発するコンソーシアムに参加することを検討するた

めのパートナーシップ契約を締結するなど、新規シーズ導入に向けた活動を積極的に展開しております。

 
 
③ 新中期経営計画達成のためのアクションプラン遂行に係るこれまでの資金調達の状況、及び事業進展状

況からみた新たな資金調達の必要性

新中期経営計画達成に向け、このアクションプランを実行するため、平成28年５月25日開催の取締役会に

おいて、Evolution Biotech Fundを割当先とする第19回新株予約権の発行を決議し、平成28年９月１日まで

の間に2,219百万円（発行諸費用15百万円差引後）の資金調達を実施してまいりました。当該資金調達につ

き発行決議時想定の差引手取額を3,092百万円としていたところ、行使期間において当社株価が軟調に推移

したため、平均行使価額が発行決議時点での当初行使価額を下回った結果、上述のとおり、平成28年９月１

日行使完了時点における実際手取額は2,219百万円と、873百万円の差異が生じております。結果、上記アク

ションプランの完遂、中期経営計画の実現に向けて新たに資金を調達していく必要が生じております。

一方、株式会社UNIGENにおいて、株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするシンジケートローントラン

シェAを組成し、岐阜工場初期建設資金の調達を目的として長期借入を行っており、また同様に株式会社三

井住友銀行をアレンジャーとするシンジケートローントランシェBを組成し、岐阜工場立上げのための試験

製造に係る運転資金及び岐阜工場増設工事建設資金として借入を行っております。シンジケートローンのう

ちトランシェA長期借入金については、平成27年12月30日より返済を開始しておりますが、岐阜工場増設工

事建設資金の借入を実行している結果、当社グループにおける平成28年９月末現在の有利子負債残高は

11,483百万円となっており、これ以上の借入は困難な状況にあります。業績面におきましては、平成28年10

月18日に開示したとおり、審査当局により、ICH（International Conference on Harmonisation of
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Technical Requirements for Registration of Pharmaceuticals for Human Use. 日米EU医薬品規制調和国

際会議）が設定するガイドライン等に基づく審査が行われており、審査過程において当局より発出される品

質、有効性、安全性等に関する各種照会事項に係るやりとりをしております。発出された照会事項に対して

は適時に対応しておりますが、今後も照会事項を含め、当局にて各種審査が継続する見込みであります。結

果、平成28年５月25日開示時点で想定していた売上の大部分を占めるUMN-0502に係るアステラス製薬株式会

社からのマイルストン収益の当期中の計上が困難となることが明らかとなった結果、売上が大幅に減少する

ことが見込まれることから、平成28年12月期当社連結及び単体業績予想を修正しております。また、当社連

結純資産に関しては、当社において第19回新株予約権の発行・行使を通じた資本増強、並びに当社連結子会

社である株式会社UNIGENにおいて、平成28年３月28日開催の同社取締役会にて募集株式の発行を決議し、株

式会社IHIと協力し子会社での資本増強を図ってまいりましたが、上述のとおり、第19回新株予約権の実際

手取額が発行決議時想定より大幅に減少したこともあり、平成28年10月31日に開示した平成28年第３四半期

連結決算短信のとおり、平成28年９月末時点での当社連結純資産額は△148,751千円と債務超過状態にあり

ます。また、上述の修正連結業績予想に鑑みますと、通期連結純資産額も債務超過状態となることが想定さ

れます。加えて、平成28年12月期中のUMN-0502製造販売承認取得が困難と判断する中、平成28年10月18日に

開示したとおり、第19回新株予約権の行使を通じて調達した資金使途の変更を行い対応しておりますが、岐

阜工場維持費用を中心とする当面の事業活動資金の更なる確保が必要となっております。従いまして、今後

利益成長を目指す過程において、より一層の財務基盤の強化が喫緊の課題となっており、必要な対応を早急

に図る必要があると判断しております。

上記状況に鑑み、当社は、様々な資金調達の選択肢について検討した結果、今回、本新株予約権発行を実

施し、新たに資金を調達することを決定いたしました。

今回の調達資金は、新中期経営計画に沿ったアクションプランを完遂し、中長期利益計画を達成すべく、

平成29年度から事業開始を計画している米国向けFlublok
®
原薬輸出事業において平成30年度以降における供

給量拡大を見据えた岐阜工場における生産能力増強を目的とする設備投資資金、アステラス製薬株式会社と

共同で開発しているUMN-0502、第一三共株式会社と共同で開発しているUMN-2002をはじめとする既存自社開

発パイプラインの早期の製造販売承認又は事業化に向けた研究開発、及び長期的成長の源泉となる新規シー

ズ導入及び当該研究開発投資資金、UMN-0502製造販売承認取得までの期間において一時的に発生する岐阜工

場の運転資金、また、岐阜工場増設工事に係る設備投資資金の一部に充当することを目的として借り入れた

借入金の返済資金に充当する予定であります。加えて、資本増強を通じて直近の財務状況の改善を図るもの

であります。平成28年10月18日に公表した「業績予想修正に関するお知らせ」にも記載したとおり、本書提

出日現在における審査進展状況を総合的に勘案し、平成29年12月期からの日本国内でのUMN-0502商用生産開

始する見通しに変更はなく、今回の資金調達により、国内UMN-0502商用生産開始を実現し、国内UMN-0502事

業からの収益基盤、及び米国向けFlublok
®
原薬輸出事業収益拡大による中長期的成長を確実なものとすると

ともに、得られた収益を新たな開発パイプライン及び新規シーズへの研究開発投資並びに岐阜工場の更なる

生産能力増強のための設備投資に充当することによる将来収益の一層の拡大と、当社グループの持続的成長

を支えるための財務基盤の強化を実現することで、企業価値を向上してまいる所存であります。
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(注) １. 　HA(Hemagglutinin　ヘムアグルチニン)

In Vitroにて赤血球の凝集体を作らせる働きを有する糖タンパクで、インフルエンザをはじめ

とするウイルスや細菌等の表面に存在する。ウイルスは、ヘムアグルチニンの働きにより、細

胞に感染する。HA１とHA２からなるモノマー(単量体)がトリマー(三量体)を形成する構造をと

る。

２. 　BEVS(Baculovirus Expression Vector System)

当社グループの開発パイプラインの製造プラットフォームとなる基盤技術

３. 　多価

季節性インフルエンザHAワクチンは、複数のインフルエンザウイルスタイプに対して予防効果

が得られるよう、複数のワクチン成分が含まれている。多価とは、複数のワクチン成分が含有

されていることを示すものである。

例えば、４価の場合、４種類のウイルスタイプに対する４つのワクチン成分が含まれているこ

とをいう。

４. 　H５N１

A型インフルエンザウイルス表面には、ヘムアグルチニン(HA)とノイラミニダーゼ(NA、下記(注

６)参照)があり、インフルエンザウイルスはHAとNAの種類によってHとNの番号が付される。A型

インフルエンザウイルスにおいては、HAが少なくとも16種類(H１～H16)、NAは９種類(N１～N

９)存在している。H５N１は、H５とN１の組み合わせを持つウイルス株であることをいう。

５. 　H９N２

(注)４に記載するH５N１と同様に、H９とN２の組み合わせをもつウイルス株であることをい

う。

６. 　ノイラミニダーゼ(Neuraminidase：NA)

動物の種々の臓器、微生物、ウイルスに存在する酵素で、シアル酸を糖タンパクや糖脂質から

切り離す作用を有する。インフルエンザウイルスのもつノイラミニダーゼは、ウイルス表面に

あるHAと宿主細胞表面のシアル酸の結合を切断することで、ウイルスが細胞外に放出され増殖

することが可能となる。

７. 　新中期経営計画

詳細につきましては、平成28年５月25日にTD-net及び当社ホームページにて開示した「中期経

営計画策定に関するお知らせ」をご参照ください。

 
(2) 資金調達方法の概要

今回の資金調達は、当社が割当予定先に対し本新株予約権を割り当て（以下、「本件第三者割当」とい

う。）、割当予定先による本新株予約権の行使に伴って当社の資本が増加する仕組みとなっております。当

社はEvolution Biotech Fundとの間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後に、下記の内容を含む本

新株予約権買取契約を締結します。

①　行使コミット条項

割当予定先は、本新株予約権の発行日(当日を含む。)から、その61価格算定日目の日(当日を含む。)

(以下、「全部コミット期限」という。)までの期間(以下、「全部コミット期間」という。)に、割当予定

先が保有する本新株予約権の全てを行使すること（以下、「全部コミット」という。）をコミットしてい

ます。

また、割当予定先は、本新株予約権の発行日(当日を含む。)から、その28価格算定日目の日(当日を含

む。)(以下、「前半コミット期限」という。)までの期間(以下、「前半コミット期間」という。)に、

600,000株相当分以上の本新株予約権を行使すること（以下、「前半コミット」という。）をコミットし

ています。

かかる全部コミットと前半コミットが存在することで、当社は本件による資金調達の確実性と、より早

期の段階におけるキャッシュ・フローの確保を両立することができます。
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当社普通株式が取引所において取引停止処分を受けず、かつ市場混乱事由が発生しないと仮定した場

合、全部コミット期限は平成29年２月20日(本新株予約権の発行日の61価格算定日目の日)であり、前半コ

ミット期限は平成28年12月30日(本新株予約権の発行日の28価格算定日目の日)となりますが、これらの期

限までに取引の停止や市場混乱事由が発生した場合、これらが発生した日は価格算定日に含まれないた

め、上記の各期限は後ろ倒しされることとなります。

また、全部コミット期間中の各価格算定期間に属するいずれかの取引日において、取引所の発表する当

社普通株式の終値が当該取引日において適用のある下限行使価額の110％以下となった場合(以下、「コ

ミット期間延長事由」という。)には、コミット期間延長事由が１回発生する毎に、全部コミット期間は

５価格算定日ずつ延長されます(但し、かかる延長は合計４回(20価格算定日)を上限とします。)。前半コ

ミット期間中のいずれかの取引日においてコミット期間延長事由が発生した場合も、同様に、コミット期

間延長事由が１回発生する毎に、前半コミット期間は５価格算定日ずつ延長されます(但し、かかる延長

は合計２回(10価格算定日)を上限とします。)。

なお、全部コミット期間及び前半コミット期間の双方について、上記の延長は、同一の価格算定期間中

において生じたコミット期間延長事由につき１回に限られ、同一の価格算定期間中において複数のコミッ

ト期間延長事由が生じた場合であっても、当該コミット期間延長事由に伴う延長は１回のみとなります。

＜コミット条項の消滅＞

前半コミット期間中において、コミット期間延長事由の発生に伴う前半コミット期間の延長が２回を超

えて発生した場合、前半コミットに係る割当予定先の義務は消滅します。同様に、全部コミット期間中に

おいて、コミット期間延長事由の発生に伴う全部コミット期間の延長が４回を超えて発生した場合、全部

コミットに係る割当予定先の義務は消滅します。

また、全部コミット及び前半コミットに係る割当予定先の義務は、本新株予約権の発行日以降に市場混

乱事由が発生した取引日が累積して20取引日に達した場合には消滅します。

なお、これらの義務の消滅後も、割当予定先は、その自由な裁量により本新株予約権を行使することが

できます。

②　行使価額のリセット

本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の発行日以降、発行日(当日を含みます。)から起算して５価

格算定日が経過する毎に修正されます。この場合、行使価額は、各修正日に、基準行使価額に修正されま

す。但し、当該金額が、①上限行使価額を上回る場合には上限行使価額が修正後の行使価額となり、②下

限行使価額を下回る場合には下限行使価額が修正後の行使価額となります。

「基準行使価額」は、修正日に、修正日に先立つ５連続価格算定日の各価格算定日において取引所が発

表する当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格の単純平均値の、それぞれ90％に相当する金額の１

円未満の端数を切上げた額とし、「上限行使価額」は当初1,689円とし、「下限行使価額」は当初563円と

します。

もっとも、いずれかの修正日において基準行使価額が上限撤回価額である2,252円を超える場合、当該

修正日以降、上限行使価額は適用されず、以後の行使価額は再び、上記「当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等の特質」欄第２項に記載のとおり、当該修正日以後の各修正日において、各修正日に先立

つ５連続価格算定日の各価格算定日の売買高加重平均価格(VWAP)を基準に算出される基準行使価額となり

ます(但し、当該金額が下限行使価額を下回る場合、下限行使価額が修正後の行使価額となります。)。当

該上限行使価額、上限撤回価額及び下限行使価額の水準については、割当予定先の投資家としての収益確

保と、当社として資金調達額の最大化を図るという要素を、割当予定先と当社間で議論の上決定したもの

であります。

上限行使価額、上限撤回価額及び下限行使価額は本新株予約権の発行要項の定める行使価額の調整の規

定を準用して調整されます。

③　買取条項

当社は、コミット期間延長事由が５回以上発生した場合、当該５回目のコミット期間延長事由が発生し

た日以降いつでも、割当予定先に対して、２週間以上の事前の通知を行うことにより、本新株予約権の全

部又は一部をその払込金額と同額で買い取ることができます。
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(3) 資金調達方法の選択理由

本スキームには以下の［本件第三者割当による調達］に記載のメリット及びデメリットがありますが、本

スキームは原則として概ね３ヶ月の期間にわたり割当予定先が段階的に本新株予約権を行使することをコ

ミットしているため、既存株主の利益への影響を抑えながら自己資本を増強することが可能であることか

ら、メリットが上回っているものと判断しております。また、以下に記載の［他の資金調達方法との比較］

のとおり、他の資金調達手段と比較しても、本スキームによる資金調達方法が現時点において最適な選択で

あると判断しております。従いまして、本スキームにより、当社の事業計画上喫緊に必要な資金ニーズを満

たすことが可能なことから、これを採用することを決定いたしました。

　

［本件第三者割当による調達］

本スキームには、以下のようなメリット及びデメリットがあります。

・メリット

①　短期間における確実な発行

新株式発行予定株数(1,500,000株)を、原則として61取引日期間において全株発行(全部コミット)し

ます。

②　分割発行

全部コミットに加えて前半コミットが存在することで、複数回に分けて行使が行われやすいスキーム

となっており、まとまった資金調達とタイムリーなキャッシュ・フロー確保を両立することができま

す。

③　株価上昇時の行使促進効果

今回本新株予約権の行使により発行を予定している1,500,000株について、1,689円という上限行使価

額を定めておりますが、行使期間中に株価がこの価格を大きく超えて上昇する場合、割当予定先が投資

家として早期にキャピタル・ゲインを実現すべく、61取引日の経過を待たずに速やかに行使を行う可能

性があり、結果として迅速な資金調達の実施が期待されます。

④ 株価上昇時の資金調達額の増大

修正後の行使価額が上限撤回価額を超える場合、上限行使価額は消滅し、以後の行使価額は再びその

時々の時価を基準に算出されるようになります。その場合、株価が当初の水準から大幅に上昇した状態

となっているため、新株予約権１個の行使による資金調達額が増大することが期待されます。

⑤　買取条項

コミット期間延長事由が５回以上発生した場合には、当社の選択により割当予定先に対して、いつで

も残存する本新株予約権の全部又は一部につき、その払込金額と同額での買取りを請求することが可能

です。当該買取りに関して、キャンセル料その他の追加的な費用負担は一切発生いたしません。

⑥ 資金調達のスタンバイ(時間軸調整効果)

新株発行手続には、有価証券届出書の待機期間も含め通常数週間を要します。よって、株価が当社の

希望する水準に達してから準備を開始しても、数週間の発行準備期間を要し、かつその期間中の株価変

動等により、機動的かつタイムリーな資金調達機会を逸してしまう可能性があります。これに対し、第

三者割当という形式で機動的な発行準備を行い、本新株予約権を予め発行しておくことにより、株価上

昇後の有利な価格による資金調達のスタンバイが可能となります。
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・デメリット

① 当初に満額の資金調達はできない

新株予約権の特徴として、新株予約権者による権利行使があって初めて、行使価額に行使の対象とな

る株式数を乗じた金額の資金調達がなされます。そのため、新株予約権の発行当初に満額の資金調達が

行われるわけではありません。

② 株価上昇時の資金調達額の限界

上限行使価額が1,689円に定められているため、株価上昇局面においても、資金調達額は上限行使価

額による調達額が当初の上限となります。但し、上限撤回価額2,252円を超える場合にはその限りでは

ありません。

③　株価低迷時に、資金調達額が減少する可能性

新株予約権の行使期間中、株価が長期的に発行当初の株価を下回り推移する状況では、当初株価に基

づき想定される金額を下回る資金調達となる可能性があります。

④　割当予定先が当社株式を市場売却することにより当社株価が下落する可能性

割当予定先の当社株式に対する保有方針は短期保有目的であることから、割当予定先が新株予約権を

行使して取得した株式を市場で売却する可能性があります。現在の当社株式の流動性も鑑みると、割当

予定先による当社株式の売却により当社株価が下落する可能性があります。

⑤　不特定多数の新投資家へのアクセスの限界

第三者割当方式という当社と割当予定先のみの契約であるため、不特定多数の新投資家から資金調達

を募るという点において限界があります。

　

［他の資金調達方法との比較］

① 新株式発行による増資

(a) 公募増資

公募増資による新株発行は、資金調達が一度に可能となるものの、同時に将来の１株当たり利益の希薄

化をも一度に引き起こすため、株価に対する直接的な影響が大きいと考えられます。

(b) 株主割当増資

株主割当増資では希薄化懸念は払拭されますが、割当先である既存投資家の参加率が不透明であること

から、十分な額の資金を調達できるかどうかが不透明であり、資金調達方法として適当でないと判断いた

しました。

(c) 第三者割当増資

第三者割当増資は即時の資金調達として有効な手段となりえますが、現時点では適当な割当予定先が見

つかっておらず、また見つかったとしても第三者割当増資のみによっては、当社の将来的な資金需要を満

たす金額の資金調達を行うことは困難な見込みであるため、本新株予約権の発行により資金調達方法の選

択肢を整備する必要があると判断いたしました。

② MSCB

株価に連動して行使価額が修正される転換社債型新株予約権付社債(いわゆるMSCB)の発行条件及び行使条

件は多様化していますが、一般的には、転換により交付される株数が行使価額に応じて決定されるという構

造上、転換の完了までに転換により交付される株式総数が確定しないため、株価に対する直接的な影響が大

きいと考えられます。

③　行使価額が固定された新株予約権

行使価額が修正されない新株予約権は、株価上昇時にその上昇メリットを当社が享受できず、一方で株価

下落時には行使が進まず資金調達が困難となるため、資金調達の確実性は本件と比較して低いと考えられま

す。
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④　新株予約権無償割当てによる増資(ライツ・イシュー)

株主全員に新株予約権を無償で割り当てることによる増資、いわゆるライツ・イシューには当社が金融商

品取引業者と元引受契約を締結するコミットメント型ライツ・イシューと、当社が金融商品取引業者との元

引受契約を締結せず新株予約権の行使は株主の決定に委ねられるノンコミットメント型ライツ・イシューが

ありますが、コミットメント型ライツ・イシューについては国内で実施された実績が乏しく、資金調達手法

としてまだ成熟が進んでいない段階にある一方で、引受手数料等のコストが増大することが予想され、適切

な資金調達手段ではない可能性があります。他方でノンコミットメント型のライツ・イシューについては、

当社は２期連続で経常赤字を計上しているため、取引所の規則上実施することができません。

⑤ 借入・社債による資金調達

当社グループは、これまでに株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするシンジケートローンを組成、当

該シンジケートローンにより借り入れた資金を岐阜工場初期建設資金、岐阜工場増設資金及び運転資金の一

部に充当してまいりました。結果、当社グループにおける平成28年９月末時点の有利子負債残高は11,483百

万円となっており、現状において、これ以上の借入が困難な状況であります。また、借入又は社債による資

金調達では、調達額金額が全額負債となるため、喫緊の課題である資本増強の手段になり得ないこと、また

財務健全性のさらなる低下を招く結果、企業与信に影響を及ぼす可能性があることから、他の方法により資

金調達を図らざるを得ません。

 
２．企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９項に規定する場合に該当する場合にあっては同項に規定する

デリバティブ取引その他の取引として予定する取引の内容

該当事項はありません。

　

３．当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項について割当予定先と

の間で締結する予定の取決めの内容

上記「１．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の発行により資金調達をしようとする理由　(2) 資金

調達方法の概要　①行使コミット条項」に記載の内容をご参照下さい。

また、当社と割当予定先は、本新株予約権買取契約において、日本証券業協会の定める「第三者割当増資等

の取扱いに関する規則」第13条及び17条の定めに基づき、原則として、単一暦月中に割当予定先が本新株予約

権を行使することにより取得される株式数が、本新株予約権の払込日時点における上場株式数の10％を超える

場合には、当該10％を超える部分に係る本新株予約権の行使を行わせない旨を定めます。

　

４．当社の株券の売買について割当予定先との間で締結する予定の取決めの内容

該当事項はありません。

　

５．当社の株券の貸借に関する事項について割当予定先と当社の特別利害関係者等との間で締結される予定の取

決めの内容

当社並びに当社の役員、役員関係者及び大株主は、割当予定先との間において、株券貸借契約を締結する予

定はありません。

　

６．その他投資者の保護を図るために必要な事項

該当事項はありません。
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７．本新株予約権の行使請求の方法

(1) 本新株予約権を行使請求しようとする本新株予約権者は、当社の定める行使請求書に、必要事項を記載し

てこれに記名捺印した上、(発行されている場合は)本新株予約権証券とともに、上記「新株予約権の行使期

間」欄記載の行使請求期間中に上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄記

載の行使請求受付場所に提出しなければなりません。

(2) 本新株予約権を行使請求しようとする本新株予約権者は、前号の行使請求書及び(発行されている場合は)

本新株予約権証券を上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄記載の行使請

求受付場所に提出し、かつ、本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額を現金にて同欄記

載の払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとします。

(3) 本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に要する書類が行使請求受付場所に到着し、かつ当該本新株

予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額(行使請求書の提出と同日付で上記「新株予約権の行

使時の払込金額」欄第３項に定める行使価額の修正が行われる場合には、当該修正後の行使価額に基づき算

定される金額とします。)が前号に定める口座に入金された日に発生します。

　

８．株券の交付方法

当社は、行使請求の効力発生後、当該本新株予約権者が指定する振替機関又は口座管理機関における振替口

座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより株式を交付します。

　

９．本新株予約権証券の発行

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しません。

 
(3) 【新株予約権証券の引受け】

該当事項はありません。
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２ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

1,531,800,000 13,500,000 1,518,300,000
 

(注) １．上記払込金額は、本新株予約権の発行に際して払込まれる金額の総額(10,800,000円)に本新株予約権の行

使に際して出資される財産の価額(本新株予約権が全て当初行使価額で行使された場合において、本新株予

約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額1,521,000,000円)を合算した金額であります。

２．行使価額が修正又は調整された場合には、本新株予約権の行使に際して出資される財産の額が変動する結

果、本新株予約権に係る調達資金及び差引手取概算額は増加又は減少する可能性があります。また、本新

株予約権の行使期間中に行使が行われない場合にも、同様に本新株予約権に係る調達資金及び差引手取概

算額は減少する可能性があります。

３．発行諸費用の概算額の内訳は、本新株予約権の発行に関する登記費用5,800千円、価額算定及び反社会的勢

力との関連性に関する調査費用5,150千円、届出書作成費用等2,550千円の合計額であります。

４．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 【手取金の使途】

本新株予約権の発行並びに割当予定先による本新株予約権の行使によって調達する資金の額は合計1,518,300,000

円となる予定であり、調達する資金の具体的な使途については、次のとおり予定しています。

　

＜本新株予約権発行による調達資金＞

手取資金の使途 具体的な内訳
金　額
(百万円)

支出予定時期

連結子会社である
株式会社UNIGEN
への投融資資金

①　米国向けFlublok
®
原薬輸出事業実現に向けた岐阜

工場生産能力の増強
  

ア. 岐阜工場の生産能力増強を目的とする設備投資
資金

562
平成29年１月～
平成29年12月

イ．設備投資資金の一部に充当することを目的とし
て借り入れた借入金の返済資金

369
平成29年１月～
平成29年３月

②　岐阜工場運転資金 407
平成29年１月～
平成29年３月

自社開発資金
自社開発パイプライン及び新規シーズへの研究開発投
資資金

180
平成29年３月～
平成29年６月

合　計 1,518  
 

 

本新株予約権の行使価額は修正又は調整される可能性があり、また割当予定先は本新株予約権買取契約において

行使期間中に全ての本新株予約権行使を行使することをコミット(全部コミット)していますが、かかる全部コミッ

トは本新株予約権の発行日以降に市場混乱事由が発生した取引日が累積して20取引日に達した場合及びコミット期

間延長事由が５回発生した場合には消滅するものとされているため、現時点において調達できる資金の額及び時期

は確定したものではなく、現時点において想定している調達資金の額及び支出予定時期に差異が発生する可能性が

あります。調達資金が不足した場合及び調達資金が超過した場合には、上記使途への充当額の見直しを行う予定で

あります。また、調達資金が大きく不足した場合には、追加での資金調達についても検討し、実施について適切に

判断してまいります。

なお、調達した資金は、以下の優先順位にて充当してまいります。

・①　ア. 岐阜工場の生産能力増強を目的とする設備投資資金

・自社開発パイプライン及び新規シーズへの研究開発投資資金

・②　岐阜工場運転資金

・①　イ. 設備投資資金の一部に充当することを目的として借り入れた借入金の返済資金

また、上記の資金使途に充当するまでの間、当該資金は銀行預金や保全性の高い手法等で保管・運用する予定で

あります。

 
（平成28年６月13日発行第19回新株予約権の行使に伴う調達資金の充当状況及び資金使途変更について）
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当社は、平成28年５月25日開催の取締役会にて、第19回新株予約権1,800,000株の発行を決議し、平成28年６月13

日に第19回新株予約権買取契約を締結、平成28年９月１日までの期間において、第19回新株予約権の行使に伴う資

金調達を実施してまいりました。平成28年５月25日発行決議時点での手取額（発行諸費用差引後）を3,092百万円と

想定しておりましたが、実際の手取額（発行諸費用差引後）は2,219百万円と、873百万円の差異が生じる結果とな

りました。また、平成28年10月18日開催の取締役会にて、平成28年12月期中のUMN-0502の製造販売承認取得は困難

と判断したことから、平成28年12月期通期連結及び単体業績を修正することにつき決議いたしました。

かかる事業環境の変化に鑑み、平成28年５月25日第19回新株予約権発行決議時に、米国向けFlublok
®
原薬輸出事

業等を見据えた岐阜工場の生産能力の増強のための設備投資資金として充当する予定であった591百万円のうち、

410百万円を追加的に発生する岐阜工場の維持費用に、113百万円をUMN-0502をはじめとする自社開発パイプライン

及びジカウイルスワクチン等新規シーズへの研究開発投資資金に、それぞれ振り替えて充当することといたしまし

た。また、岐阜工場設備投資の一部に充当することを目的として借り入れた借入金の返済資金として900百万円を充

当する予定でありましたが、第19回新株予約権の実際手取額に大幅な差異が生じたことから、返済を取り止め、当

面の間、借入を継続することといたしました。一方、米国向けFlublok
®
原薬輸出事業準備関連資金として充当予定

であった918百万円については、当初想定していた試験製造ロット数が減少したことにより、実際の支出額が723百

万円に減少したことから、これらの差額を、既に返済を開始している株式会社三井住友銀行をアレンジャーとする

シンジケートローントランシェA長期借入金の返済資金261百万円の一部として振り替えて充当することといたしま

した。第19回新株予約権に係る資金使途変更の詳細は以下のとおりであります。

 
（変更前）

手取資金の使途 具体的な内訳
金　額
(百万円)

支出予定時期

連結子会社である
株式会社UNIGEN
への投融資資金

①　米国向けFlublok
®
原薬輸出事業実現に向けた岐阜

工場生産能力の増強
  

ア. 岐阜工場の生産能力増強を目的とする設備投資
資金

591
平成28年６月～
平成29年12月

イ．設備投資資金の一部に充当することを目的とし
て借り入れた借入金の返済資金

900
平成28年６月～
平成28年12月

　ウ. 米国向けFlublok
®
原薬輸出事業準備関連資

金　　　　
918

平成28年６月～
平成29年３月

②　岐阜工場運転資金 100
平成28年６月～
平成28年12月

③　株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするシン
　　ジケートローントランシェA長期借入金の返済資
　　金

261
平成28年６月～
平成29年３月

自社開発資金
自社開発パイプライン及び新規シーズへの研究開発投
資費用

322
平成28年６月～
平成29年３月

合　計 3,092  
 

　

（変更後）

手取資金の使途 具体的な内訳
金　額
(百万円)

支出予定時期
（注１）
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連結子会社である
株式会社UNIGEN
への投融資資金

①　米国向けFlublok
®
原薬輸出事業実現に向けた岐阜

工場生産能力の増強
  

ア. 岐阜工場の生産能力増強を目的とする設備投資
資金

29
平成28年６月～
平成28年８月

イ．設備投資資金の一部に充当することを目的とし
て借り入れた借入金の返済資金

― ―

　ウ. 米国向けFlublok
®
原薬輸出事業準備関連資

金　　　　
723

平成28年６月～
平成28年10月

②　岐阜工場運転資金 510
平成28年６月～
平成28年12月

③　株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするシン
　　ジケートローントランシェA長期借入金の返済資
　　金

522
平成28年６月～
平成28年12月

自社開発資金
自社開発パイプライン及び新規シーズへの研究開発投
資費用

435
平成28年６月～
平成29年２月

合　計（注２） 2,219  
 

　（注１）既に支出した使途につきましては、確定した時期を記載しております。

　（注２）合計金額は、いずれも発行諸費用差引後の額（税抜）を表示しております。

　

なお、本書提出日現在における、第19回新株予約権の行使により調達した資金の充当状況は、以下のとおりであ

ります。

これまでに、岐阜工場生産能力増強を目的とする設備投資資金を資金使途とする29百万円を平成28年８月までの

期間において、米国向けFlublok
®
原薬輸出事業準備関連資金を資金使途とする723百万円を平成28年10月までの期間

において、それぞれ充当済みであります。岐阜工場運転資金とする510百万円のうち91百万円は充当済みであり、残

額419百万円は平成28年12月までを期間として充当する予定であります。株式会社三井住友銀行をアレンジャーとす

るシンジケートローントランシェA長期借入金の返済資金とする522百万円のうち261百万円は充当済みであり、残額

は平成28年12月までを期間として充当する予定であります。また、自社開発パイプライン及び新規シーズへの研究

開発投資資金とする435百万円のうち252百万円は充当済みであり、残額183百万円は平成29年２月までの期間におい

て充当する予定であります。

 
（今回の本新株予約権発行による調達資金の使途内訳について）

今回の本新株予約権発行による調達資金は、第19回新株予約権の実際手取額の減少、及び上記資金使途変更を踏

まえ、連結子会社である株式会社UNIGENへの投融資資金として、米国向けFlublok
®
原薬輸出事業実現に向けた岐阜

工場の生産能力の増強を目的とする設備投資資金、設備投資資金の一部に充当することを目的として借り入れた借

入金の返済資金を改めて調達するとともに、UMN-0502製造販売承認取得までの期間において一時的に必要となる岐

阜工場運転資金、並びに自己開発資金として自社開発パイプライン及び新規シーズへの研究開発投資資金を新たに

調達するものであります。
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連結子会社である株式会社UNIGENへの投融資資金

①　米国向けFlublok
®
原薬輸出事業実現に向けた岐阜工場生産能力の増強

ア．岐阜工場の生産能力増強を目的とする設備投資資金

岐阜工場生産能力の増強については、国内外市場に対する供給体制を万全とするために、遅くとも平成30

年度には主培養槽を４基体制に増強する必要があることから、主培養槽の増強及び排水処理設備の増強等に

562百万円(税込)を充当する予定であります。

 
イ．設備投資資金の一部に充当することを目的として借り入れた借入金の返済資金

上記設備投資に充当することを目的として借り入れた株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするシンジ

ケートローントランシェB借入金の返済に369百万円を充当する予定であります。

 
なお、当社の連結子会社である株式会社UNIGENの設備投資の内容については、平成28年11月４日現在、以

下のとおりとなっており、投資予定金額2,592百万円(税抜)のうち、現在までに2,071百万円(税抜)を先行費

用として自己資金及び借入金にて充当済みであります。残額521百万円(税抜、税込額562百万円)と、当該設

備投資に充当することを目的として借り入れた借入金の一部返済に今回調達した資金を充当する予定であり

ます。

　

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了
予定年月 完成後の

生産能力総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

株式会社
UNIGEN

岐阜工場
(岐阜県
揖斐郡池
田町)

―

組換えイ
ンフルエ
ンザワク
チンをは
じめとす
るバイオ
医薬品原
薬製造設
備

2,592 2,071

当社から
の投融資
資金、借
入金、
リース及
び自己資
金

平成27年
８月

平成29年
12月

インフルエン
ザワクチン
完成前
1,300万回～
2,000万回分
完成後
2,700万回～
4,000万回分

 

(注)　金額には消費税等は含まれておりません。

　

②　岐阜工場運転資金

主に岐阜工場における生産準備等にて発生する原材料・資材の購入を含む運転資金に407百万円を充当する予

定であります。
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自社開発資金

自社開発パイプライン及び新規シーズへの研究開発投資資金

アステラス製薬株式会社と共同開発しているUMN-0502をはじめとする既存自社開発パイプラインの早期の製造

販売承認又は事業化に向けた研究開発、長期的成長の源泉となる新規シーズ導入及び当該研究開発に180百万円を

充当する予定であります。

 

第２ 【売出要項】

 
該当事項はありません。
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】

(1) 割当予定先の概要、及び提出者と割当予定先との間の関係

　

ａ．割当予定先の概要

名称 Evolution Biotech Fund

本店の所在地
c/o Intertrust Corporate Services (Cayman)
Limited 190 Elgin Avenue, George Town,
Grand Cayman KY1-9005, Cayman Islands

国内の主たる事務所の
責任者の氏名及び連絡先

該当事項はありません。

代表者の役職及び氏名
代表取締役 マイケル・ラーチ
代表取締役 リチャード・チゾム

資本金 50,000米ドル

事業の内容 ファンド運用金融商品取引業

主たる出資者及び
その出資比率

EVO FUND 100％

ｂ．提出者と割当予定先との間の
関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引等関係 該当事項はありません。
 

 
(2) 割当予定先の選定理由

当社は、これまで当社グループの成長基盤となる岐阜工場の生産体制整備及び強化を継続的に実施するととも

に、自社開発パイプラインへの研究開発投資並びにバイオ医薬品原薬供給機会の拡大を積極的に図っております

が、企業成長をさらに促進するための資金を第19回新株予約権を通じて確保してまいりました。

平成28年６月13日付第19回新株予約権の発行にあたっては、平成27年９月に当社に対して割当予定先である

Evolution Biotech Fundとのあっせんを行うEVOLUTION JAPAN証券株式会社(東京都千代田区紀尾井町４番１号　代

表取締役　坪山昌司、ダニエル・シャイアマン)から最初の提案を受け、当社内で協議・検討した結果、本資金調達

方法が、当社の必要とする資金を高い蓋然性をもって調達できるとともに、株価に対する一時的な影響を抑制しつ

つ既存株主への過度な影響を及ぼさずに追加的な資金調達ができる点において、当社のファイナンスニーズに最も

合致していると判断し、平成28年５月25日開催の取締役会にてEvolution Biotech Fundを割当先とする第19回新株

予約権を発行決議し、平成28年６月13日より平成28年９月１日までの期間において、第19回新株予約権の行使に伴

う資金調達を実施してまいりました。当初設定していた行使期間内に全株の行使が完了したものの、第19回新株予

約権発行決議時の想定調達額3,092百万円に対して、実際手取額は2,219百万円にとどまった結果、873百万円の差異

が生じる結果となりました。

当社として、第19回新株予約権の行使過程において、EVOLUTION JAPAN証券株式会社と調達額の累積状況及び当初

想定額との差異状況を共有しつつ、上記調達不足分を含む資金を新たに調達することの必要性に鑑み、改めて、機

動的かつ確実な資金調達方法について検討してまいりました。このような中、平成28年９月に割当予定先とのあっ

せんを行うEVOLUTION JAPAN証券株式会社から新たな調達に関する提案を受けました。当社が発行した第19回新株予

約権の行使実績において当該新株予約権の行使スキーム、すなわち一定取引期間毎に部分行使コミットが存在し、

かつ行使期間全体において全部行使コミットが存在する結果、機動的かつ一定の蓋然性をもって資金調達が可能な

スキームであることを確認しておりましたことから、当該提案を当社内にて協議・検討した結果、本資金調達方法

が、当社の必要とする資金を高い蓋然性をもって調達しつつ、一定期間内に行使がコミットされることから当社の

喫緊の課題である資本増強が実現可能になるとともに、株価に対する一時的な影響を抑制しつつ既存株主への過度

な影響を及ぼさずに新たな資金調達ができる点において、当社のファイナンスニーズに最も合致していると判断

し、前述のメリット・デメリットを勘案の上、割当予定先と協議した結果、本新株予約権の発行による資金調達方

法が最良の選択肢であるとの結論に至りました。
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割当予定先は、主としてバイオテクノロジー関連企業への投資を目的として平成27年６月に設立されたファンド

(ケイマン諸島法に基づく免税有限責任会社)であります。これまでの投資実績として、株式会社リプロセル(平成27

年８月発行、同年12月行使完了)及び株式会社メドレックス(平成27年12月発行、平成28年４月行使完了)の第三者割

当の方法による新株予約権増資案件において、本新株予約権と同様の手法を用いて、それぞれ割り当てられた予約

権の全てを行使し、発行会社の資金調達に寄与した実績があります。また、平成28年６月13日に、当社が同社を割

当先として発行した第19回新株予約権において、割当てられた予約権の全てを行使期間内に行使し、一定規模の資

金調達を実施した実績があります。割当予定先の100％出資者であるEVO FUNDは、EVOLUTION JAPANアセットマネジ

メント株式会社(東京都千代田区紀尾井町４番１号　代表取締役　有光素生)から案件の紹介や投資に係る情報提供

を受け運用されるファンドであり、Evolution Capital Investments LLC(774 Mays Blvd. Ste. #10, PMB #328

Incline Village, Nevada 89451 USA 代表社員　マイケル・ラーチ)の100％子会社であるEVO Feeder Fund(c/o

Intertrust Corporate Services (Cayman) Limited 190Elsin Avenue, George Town, Grand Cayman KY1-9005,

Cayman Island 代表取締役マイケル・ラーチ、リチャード・チゾム)以外の出資者はおらず、EVO FUNDの運用資金は

取引先であるプライム・ブローカーからの短期的な借入れを除き、全額自己資金であります。また、Evolution

Capital Investments LLCの出資者は同社代表社員であるマイケル・ラーチ氏のみであります。

EDINET提出書類

株式会社ＵＭＮファーマ(E27038)

有価証券届出書（組込方式）

25/45



 

割当予定先の関連会社であるEVOLUTION JAPAN証券株式会社が、関連企業の買受けのあっせん業の一環として今回

の資金調達のアレンジャー業務を担当しました。EVOLUTION JAPAN証券株式会社はケイマン諸島に所在するタイ

ガー・ホールディングス・リミテッド(190 Elgin Ave, George Town, Grand Cayman KY1-9005, Cayman Islands　

代表取締役　マイケル・ラーチ、リチャード・チゾム)の100％子会社であり、同社は英国王室属領ガーンジー島に

所在するタイガー・トラスト(c/o Rothschild Trust Guernsey Limited, St. Julian’s Court, St. Julian’s

Avenue, St. Peter Port, Guernsey GY1 6AX　信託なので代表取締役は存在せず)の100％子会社であります。

　

(3) 割当てようとする株式の数

本新株予約権の目的である株式の総数は、1,500,000株です。

 

(4) 株券等の保有方針

割当予定先であるEvolution Biotech Fundは、純投資を目的としており、本新株予約権の行使により取得する当

社株式を原則として長期間保有する意思を有しておらず、出資者に対する運用責任を遂行する立場から、保有先の

株価推移により適宜判断の上、本新株予約権の行使により交付を受けることとなる当社普通株式につきましては、

市場外でのブロックトレード等を含めてマーケットへの影響を勘案しながら売却する方針である旨を口頭にて確認

しております。なお、過去に割当予定先に対して発行した第19回新株予約権の行使により発行された株式につきま

しても、上記方針に従って既に全株式を売却済みであることを口頭にて確認しております。

また、当社と割当予定先は、本新株予約権買取契約において、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条

第１項、同施行規則第436条第１項から第５項までの定めに基づき、原則として、単一暦月中に割当予定先が本新株

予約権を行使することにより取得される株式数が、本新株予約権の払込日時点における上場株式数の10％を超える

場合には、当該10％を超える部分に係る本新株予約権の行使を行わせない旨を定めます。

 

(5) 払込みに要する資金等の状況

割当予定先の払込みに要する財産の存在については、当社は割当予定先から、Evolution Biotech Fundが50,000

米ドルの払込資本金を含み52,516,144米ドルの純資産を有していることを書面(平成28年９月30日時点、未監査)に

て確認し、同時に保有資産の裏付けとなるプライム・ブローカーの残高証明書を確認しております。また、割当予

定先の100％出資者であるEVO FUNDから払込み及び行使に関して、株価が短期間で上限撤回価額を超えて、行使に必

要となる払込資金が当初予定よりも大幅に増加し、追加の資金が必要となった際には、EVO FUNDからEvolution

Biotech Fundへ、純資産として資金の払込みがなされる旨口頭で確認しております。さらに、実際に資金需要が発

生した際には、Evolution Biotech Fundからの要請を受け、EVO FUNDからプライム・ブローカーに指示が出され、

同ブローカーのEVO FUND名義口座からEvolution Biotech Fund名義口座に振替がされる旨確認しております。加え

て当社は、割当予定先が過去に行った第三者割当による新株予約権に関する取引において、EVO FUNDからEvolution

Biotech Fundの口座に必要な資金移動が行われたことを示す金融機関の取引残高報告書コピーを入手し、適切に資

金手当てがなされていたことを確認しております。また、過去に割当予定先に対して発行した第19回新株予約権の

払込み及び行使金額の払込みに際しても、適時に適切な払込みがなされております。なお、EVO FUNDの財産の存在

については、EVO FUNDが資金を預託しているプライム・ブローカー各社による預り資産残高証明を受領し、残高が

払込み及び行使に必要な金額を十分に超過している状態であることを確認しており、払込期日において本新株予約

権の払込金額(発行価額)の総額及び新株予約権の行使に要する金額の払込みに要する資金は充分であると判断して

おります。

 

(6) 割当予定先の実態

当社は、平成28年５月に、割当予定先であるEvolution Biotech Fundの代表取締役であるマイケル・ラーチ氏及

びアレンジャーであるEVOLUTION JAPAN証券株式会社と直接、面談・ヒアリングを実施し、割当予定先が反社会的勢

力等でない旨を直接確認し、Evolution Biotech Fund及びその100％出資者であるEVO FUNDと、両社の役員であるマ

イケル・ラーチ氏、リチャード・チゾム氏について反社会的勢力等と何らかの関係を有していないか、過去の新聞

記事やWEB等のメディア掲載情報の検索により割当予定先が反社会的勢力でない旨を確認いたしました。また、第19

回新株予約権発行の際の確認以降についても、過去の新聞記事やWEB等のメディア掲載情報の検索による確認をいた

しました。なお、割当予定先からは、反社会的勢力との間において一切関係ない旨の誓約書の提出を受けておりま

す。
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さらに慎重を期すため、企業調査、信用調査を始めとする各種調査を専門とする第三者調査機関である株式会社

東京エス・アール・シー(東京都新宿区西新宿４－32－13　代表取締役　中村　勝彦)に割当予定先であるEvolution

Biotech Fund及びその100％出資者であるEVO FUND、EVO FUNDの100％出資者であるEvo Feeder Fund、Evo Feeder

Fundの100％出資者であるEvolution Capital Investments LLC、Evolution Capital Investments LLCの単独の出資

者であるマイケル・ラーチ氏、さらに、Evolution Biotech Fund、EVO FUND及びEvo Feeder Fundの役員であるリ

チャード・チゾム氏について調査を依頼しました。そして、同社の保有するデータベースとの照合等による調査を

行った結果、現時点において、当該割当予定先に関する反社会的勢力等の関与事実がない旨の報告書を受領いたし

ました。

以上から総合的に判断し、割当予定先、その出資者及び役員については、反社会的勢力との関係がないものと判

断し、反社会的勢力と関わりがないことの確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。

 
２ 【株券等の譲渡制限】

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

 

３ 【発行条件に関する事項】

(1) 発行価格の算定根拠及び発行条件の合理性に関する考え方

当社は、本新株予約権の発行要項に定められた諸条件を考慮した本新株予約権の評価を第三者算定機関(株式会社

赤坂国際会計、代表者：黒崎　知岳、住所：東京都港区元赤坂１－１－８)（以下、「赤坂国際会計」という。）に

依頼しました。赤坂国際会計と当社との間には、重要な利害関係はありません。

赤坂国際会計は、価格算定に使用する価格算定モデルの決定に当たって、ブラック・ショールズ・モデルや二項

モデルといった他の価格算定モデルとの比較及び検討を実施した上で、本新株予約権の発行要項及び割当予定先と

の間で締結する予定の本新株予約権買取契約に定められたその他の諸条件を相対的に適切に算定結果に反映できる

価格算定モデルとして、一般的な価格算定モデルのうちモンテカルロ・シミュレーションを用いて本新株予約権の

評価を実施しています。また、赤坂国際会計は、当社の株価、ボラティリティ、予定配当額、無リスク利子率につ

いて一定の前提を置き、割当予定先が行使コミット条項に基づく全部コミット及び前半コミットを完了するように

権利行使期間に渡り一定数量の新株予約権の権利行使を行うことを想定し、割当予定先が新株予約権を行使する際

に負担する株式処分コスト及び新株予約権の発行コストについては、他社の公募増資や新株予約権の発行事例に関

する検討等を通じて合理的と見積もられる一定の水準を想定して評価を実施しています。

当社は、赤坂国際会計が上記前提条件を基に算定した評価額レンジ5.98円～7.17円を参考に、当該評価額レンジ

の下限を下回らない範囲で、割当予定先との間での協議を経て、本新株予約権の１個の払込金額を7.2円とし、本新

株予約権の行使価額は当初、平成28年11月２日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値に対し10％下回る

額としました。

本新株予約権の発行価額の決定に当たっては、赤坂国際会計が公正な評価額に影響を及ぼす可能性のある事象を

前提として考慮し、新株予約権の評価額の算定手法として一般的に用いられているモンテカルロ・シミュレーショ

ンを用いて公正価値を算定していることから、赤坂国際会計の算定結果は合理的な公正価格レンジであると考えら

れるところ、払込金額が算定結果である評価額レンジを参考に、当該評価額レンジの下限を下回らない範囲で、割

当予定先との間での協議を経て決定されているため、本新株予約権の発行価額は、いずれも有利発行には該当せ

ず、適正かつ妥当な価額であると判断いたしました。

なお、本日開催の当社取締役会にて監査役３名全員(うち社外監査役２名)が、本新株予約権の発行については、

赤坂国際会計より以下の説明を受け、特に有利な条件での発行に該当しない旨の意見を表明しております。

① 赤坂国際会計の組織及び業務体制並びに同社の第三者割当新株予約権等についての第三者評価業務に関する実

績について

② 新株予約権のオプション評価の必要性及び有効性の判断基準について

③ オプション評価モデルの類型と特徴、各モデルの長所及び短所並びに本新株予約権に適切な評価モデルについ

て

④ 本新株予約権の評価額に影響を与える普通株式の株価、ボラティリティ、配当率・無リスク利子率等の主要な

パラメータ及び評価額への影響について

⑤ 本新株予約権の特約事項等を踏まえた原則的な評価モデルの修正について

⑥ モンテカルロシミュレーションの手法について

　

また、行使価額の決定にあたっては、日本証券業協会が示す「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠す

るとともに、第19回新株予約権の発行時の条件を勘案し、妥当と判断いたしました。行使価額は当初、平成28年11
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月２日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値の90％に相当する額となり、以後は行使価額の修正基準の

とおり、修正日に先立つ価格算定期間におけるVWAP値の平均値を採用することにより、ある時点での株価を採用す

るよりも、一部投資家による短期間での多量の売買等の投機的な動きによって行使価額が上下に大きく変動する可

能性が低く、行使価額の急変リスクを抑えることが可能となり、行使が促進されることが期待されます。なお、株

価が上限行使価額である1,689円を大きく上回り推移した場合には61取引日の経過を待たずに行使が促進され迅速な

資金調達が可能となります。また、上限撤回価額2,252円を超える場合には、上限行使価額が消滅し以後の行使価額

は再びその時々の時価を基準に算出されるようになることから資金調達額の増大といった効果を享受できるメリッ

トを有しております。これらに加え、「(3) 資金調達方法の選択理由[本件第三者割当による調達]に記載するその

他のメリット、及びデメリットを総合的に勘案しつつ検討した結果、既存株主への利益への影響を一定程度抑えな

がら、当社の喫緊の課題である資金調達を実現することが可能であることから、当該行使価額は適正かつ妥当であ

ると判断いたしました。行使価額の決定についても、監査役３名全員（うち社外監査役２名）から特に有利な条件

に該当しない旨の意見を表明しております。
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(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模の合理性に関する考え方

本新株予約権が全て行使された場合に交付される株式数1,500,000株(議決権数15,000個)は、平成27年12月31日現

在の当社発行済株式総数9,581,500株及び議決権数95,779個を分母とする希薄化率は15.7％(議決権ベースの希薄化

率は15.7％)に相当します。平成28年５月25日に決議、同年６月13日に発行いたしました第19回新株予約権の発行

(希薄化率は18.8％)と合計すると34.4％に相当し、一定の希薄化が生じることになります。しかしながら当社は平

成28年10月18日に開示したとおり、審査進展状況に鑑み平成28年12月期中のUMN-0502の製造販売承認取得は困難と

判断した結果、平成28年12月期通期連結及び単体業績予想を修正、平成28年12月期通期連結及び単体当期純損失の

拡大を想定せざるを得ない状況にあり、通期連結純資産額がマイナスとなることが想定されることから、財務状況

の改善が喫緊の課題となっております。一方、株主価値向上のため、「(1)資金調達の目的」に記載のとおり、新中

期経営計画達成に向けたアクションプランを確実に遂行すべく継続的な設備投資及び研究開発投資が必須でありま

す。これらを解決するため、資本増強並びに必要投資資金の確保が必要であるとの判断の下、発行数量及び株式の

希薄化の規模について慎重に検討し決議いたしました。なお、本新株予約権及び第19回新株予約権の発行により、

当社普通株式について25％以上の大幅な希薄化が生じることになります。このため、経営者から一定程度独立した

者として、当社と利害関係のない社外有識者である加本亘弁護士（ホーガン・ロヴェルズ法律事務所）、当社の社

外監査役でありかつ、株式会社東京証券取引所が定める一般株主と利益相反が生じるおそれがない独立役員である

加藤久満氏及び加藤凱信氏の３名によって構成される第三者委員会（以下、「本第三者委員会」という。）を設置

し、希薄化の規模の合理性、資金調達手法の妥当性、並びに割当先の妥当性等について慎重に審議いただき、今般

の資金調達の必要性及び相当性はあると思料しますとの意見を受領の上、発行を決議しております。

なお、当社普通株式の直近６ヶ月(平成28年５月から平成28年10月まで)の１日当たりの平均出来高は175,884株で

あり、直近３ヶ月(平成28年８月から平成28年10月まで)の１日当たりの平均出来高は195,610株となっており、一定

の流動性を有しております。一方、本新株予約権が全て行使された場合に交付されることとなる当社普通株式数

1,500,000株を、割当予定先の全部コミット期間である61取引日で売却するとした場合の１取引日当たりの株数は約

24,590株(直近６ヶ月平均出来高の14.0％、直近３ヶ月平均出来高の12.6％)となります。割当予定先からは市場外

でのブロックトレード等を含めてマーケットへの影響を勘案しながら売却する方針である旨を口頭にて確認してお

り、当社として株価に与える影響は限定的なものと考えております。

当社は、本新株予約権の発行により調達した資金を、米国向けFlublok
®
原薬輸出事業実現に向けた岐阜工場生産

能力の増強、自社開発パイプライン及び新規シーズへの研究開発投資資金、借入金の一部返済資金、並びに岐阜工

場の運転資金に充当する予定であります。また、資本増強を通じて直近の財務状況の改善を図るものであります。

これらを通じて、一層の事業拡大、収益向上及び財務基盤の強化を図ることで当社の業績拡大につながり、当社の

企業価値が向上するものと想定され、中長期的な観点から当社の既存株主の皆様の利益に貢献できるものと考えて

おります。したがって、本新株予約権の発行による当社株式の希薄化の規模は合理的であると判断しております。

 

４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

　本新株予約権が全て行使された場合に交付される株式数1,500,000株に係る議決権数15,000個及び平成28年５月25日

に決議、平成28年６月13日に発行した第19回新株予約権にて行使された株式数1,800,000株に係る議決権数18,000個の

議決権数合計は33,000個となり、当社の総議決権数95,779個（平成27年12月31日現在）に占める割合が34.4％と25％

以上となることから、「企業内容等の開示に関する内閣府令　第２号様式　記載上の注意（23－６）」に規定する大

規模な第三者割当に該当いたします。
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５ 【第三者割当後の大株主の状況】

本新株予約権の行使により新たに発行される当社普通新株式の数は最大1,500,000株(議決権15,000個)ですが、新株

予約権の行使は、複数回に分けて発行されるものであり、これらが全て同時に発行されることはありませんので、第

三者割当後の大株主の状況は以下の記載と異なることがあります。　

　

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

総議決権数に
対する所有議
決権数の割合
(％)

割当後の
所有株式数
(株)

割当後の総議
決権数に対す
る所有議決権
数の割合(％)

Evolution Biotech Fund

c/o Intertrust Corporate
Services (Cayman) Limited
190 Elgin Avenue, George
Town, Grand Cayman
KY1-9005,Cayman Island

― ― 1,500,000 13.16

株式会社ＩＨＩ 東京都江東区豊洲３－１－１ 453,250 4.58 453,250 3.98

アピ株式会社
岐阜県岐阜市加納桜田町１－
１

400,000 4.04 400,000 3.51

坂本　暢子 島根県雲南市 358,700 3.62 358,700 3.15

坂本　寿章 島根県雲南市 263,300 2.66 263,300 2.31

アステラス製薬株式会社
東京都中央区日本橋本町２－
５－１

262,600 2.65 262,600 2.30

STATE STREET LONDON
CARE OF STATE STREET
BANK AND TRUST, BOSTON
SSBTC A/C UK LONDON
BRANCH CLIENTS- UNITED
KINGDOM
(常任代理人　香港上海
銀行東京支店)

ONE LINCOLN STREET, BOSTON
MA USA 02111
(東京都中央区日本橋３－１１
－１)

202,800 2.05 202,800 1.78

BNP PARIBAS LONDON
BRANCH FOR PRIME
BROKERAGE CLEARANCE
ACC FOR THIRD PARTY
(常任代理人　香港上海
銀行東京支店)

10 HAREWOOD AVENUE LONDON
NW1 6AA
(東京都中央区日本橋３－１１
－１)

146,900 1.48 146,900 1.29

株式会社ＩＨＩプラント
エンジニアリング

東京都江東区豊洲３－１－１ 141,800 1.43 141,800 1.24

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 132,300 1.34 132,300 1.16

坂本　クニヱ 島根県雲南市 131,400 1.33 131,400 1.15

計 ― 2,493,050 25.19 3,993,050 35.04
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(注) １．割当前の「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、平成28年６月30日現在の株

主名簿上の株式数及び議決権数により作成しております。また、「総議決権数に対する所有議決権数の割

合」は、小数点第３位を四捨五入して表示しております。

２．今回の割当予定先以外の株主(新株予約権発行前からの株主(平成28年11月２日までに当社が大量保有報告

書により確認したものを除く。))の所有議決権数の割合については、平成28年６月30日より保有株式数に

変更がないとの前提で計算したものであります。

３．「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、平成28年６月30日時点の総議決権数(98,928個)

に、本新株予約権の目的となる株式発行により増加する議決権数(15,000個)を加えた数で除して算出した

数値であり、小数点第３位を四捨五入して表示しております。

４．割当予定先であるEvolution Biotech Fundの「割当後の所有株式数」は、割当予定先が本新株予約権の行

使により取得する当社普通株式を全て保有した場合の数となります。Evolution Biotech Fundより、本新

株予約権の行使により取得する当社株式を、当社の企業価値を向上させ、株式価値を向上させることを十

分に考慮し、かかる目的の達成状況を踏まえながら、株式を売却することにより利益を得る純投資の方針

に基づき保有する旨及び当社の経営に介入する意思や支配株主となる意思はなく、また、当社株式を売却

する場合には可能な限り市場動向に配慮しながら行うことを口頭にて確認しております。このため、

Evolution Biotech Fundが本新株予約権の行使により取得する当社株式の長期保有は見込まれない予定で

す。

 
６ 【大規模な第三者割当の必要性】

(1) 大規模な第三者割当を行うこととした理由

　「第１ 募集要項 １ 新規発行新株予約権証券（第20回新株予約権証券）（２） 新株予約権の内容等 （注）１.

行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の発行により資金調達をしようとする理由（１）資金調達の目的」に記

載のとおりであります。

 
(2) 大規模な第三者割当による既存株主への影響についての取締役会の判断の内容

　本新株予約権が全て行使された場合に交付される株式数1,500,000株（議決権数15,000個）は、平成27年12月31日

現在の当社発行済株式総数9,581,500株及び議決権数95,779個を分母とする希薄化率は15.7％（議決権ベースの希薄

化率は15.7％）に相当します。平成28年５月25日決議、平成28年６月13日に発行いたしました第19回新株予約権に

て行使された株式数1,800,000株（希薄化率18.8％）と合計すると34.4％に相当し、一定の希薄化率が生じることに

なります。

　本新株予約権の行使により発行される株式につき、割当予定先であるEvolution Biotech Fundは、市場外でのブ

ロックトレード等を含めてマーケットへの影響を勘案しながら売却する方針である旨を口頭で確認しております。

また、単一暦日中に割当予定先が本新株予約権を行使することにより取得される株式数が、本新株予約権の払込日

時点における上場株式数の10％を超える場合には、当該10％を超える部分に係る本新株予約権の行使を行わせない

旨を定めます。また、当社普通株式の直近６ヶ月間における１日当たりの平均出来高は175,884株であり、直近３ヶ

月の１日当たりの平均出来高は195,610株となっており、一定の流動性を有しております。一方、本新株予約権が全

て行使された場合に交付されることとなる当社普通株式数1,500,000株を、割当予定先の全部コミット期間である61

取引日で売却するとした場合の１取引日当たりの株数は約24,590株となります。当該株数は、直近６ヶ月平均出来

高の14.0％、直近３ヶ月平均出来高の12.6％となるため、株価に与える影響は限定的且つ、消化可能であるものと

考えております。

　また、平成28年10月18日に開示したとおり、審査進展状況に鑑み平成28年12月期のUMN-0502の製造販売承認取得

は困難と判断した結果、平成28年12月期通期連結及び単体業績予想を修正、平成28年12月期通期連結及び単体当期

純損失の拡大を想定せざるを得ない状況にあり、通期連結純資産額がマイナスとなることが想定されることから、

財務状況の改善が喫緊の課題となっております。一方、株主価値向上のため、上記(1)に記載のとおり、新中期経営

計画達成に向けたアクションプランを確実に遂行すべく継続的な設備投資及び研究開発投資が必須であります。

　当社といたしまして、本新株予約権の発行により調達した資金を、米国向けFlublok
®
原薬輸出事業実現に向けた

岐阜工場生産能力の増強、自社開発パイプライン及び新規シーズへの研究開発投資資金、借入金の一部返済資金並

びに岐阜工場の運転資金に充当する予定であります。また資本増強を通じて直近の財務状況の改善を図るものであ

ります。これらを通じて、一層の事業拡大、収益向上及び財務基盤の強化を実現することで当社の業績拡大につな
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がり、当社の企業価値が向上するものと想定され、中長期的な観点から当社の既存株主の皆様の利益に貢献できる

ものと考えております。

　従いまして、本件第三者割当による本新株予約権の募集の発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると判

断しており、既存株主への影響についても合理的な範囲であると判断しております。

 
(3) 大規模な第三者割当を行うことについての判断の過程

　本新株予約権が全て行使された場合に交付される株式数1,500,000株に係る議決権数15,000個及び平成28年５月25

日に決議、平成28年６月13日に発行した第19回新株予約権にて行使された株式数1,800,000株に係る議決権数18,000

個の議決権数合計は33,000個となり、当社の総議決権95,779個（平成27年12月31日現在）に占める割合が34.4％と

25％以上となることから、「企業内容等の開示に関する内閣府令　第２号様式　記載上の注意（23－６）」に規定

する大規模な第三者割当に該当いたします。

　当社は、本件第三者割当の調達資金について、株式の発行と異なり、直ちに株式の希薄化をもたらすものではな

いこと、また現在の当社の財務状況及び迅速に本件第三者割当による資金調達を実施する必要があることに鑑みる

と、本件第三者割当に係る株主総会決議による株主の意思確認の手続きを経る場合には、臨時株主総会決議を経る

までにおよそ２ヶ月程度の日数を要すること、また、臨時株主総会の開催に伴う費用についても、相応のコストを

伴うことから、総合的に勘案した結果、経営者から一定程度独立した第三者委員会による本件第三者割当の発行の

必要性及び相当性に関する意見を入手することといたしました。

　このため、「３ 発行条件に関する事項 （２）発行数量及び株式の希薄化の規模の合理性に関する考え方」に記

載する本第三者委員会を設置し、第三者割当による本新株予約権の発行の必要性及び相当性に関する客観的な意見

を求め、以下内容の意見書を平成28年11月４日に入手しております。なお、本第三者委員会の意見の概要は以下の

とおりです。

　意見の結論

　　本件第三者割当の必要性及び相当性はあると思料します。

　結論に至った理由

（１）必要性

　　当社のビジネスモデルに照らして、UMN-0502製品供給による収益計上開始、米国向けFlublok
®
原薬輸出事業を

通じた収益拡大、自社開発パイプラインの早期事業化、及び新規シーズ導入が、当社の事業戦略にとって必要

であり、そのための資金を調達する必要がある。既にこの目的のために平成28年５月25日開催の取締役会にお

いて第19回新株予約権を発行決議し資金調達を実施しているが、このとき実際に調達した金額は予定額に達し

ておらず、依然として資金調達の必要がある。更に岐阜工場増設工事のために借入金が増大したこと、国内で

のUMN-0502製造販売承認取得時期が遅延して当社の業績が急激に悪化したこと、平成28年９月末日時点で債務

超過に陥っていることからも、負債によらない資金が早急に必要である。これらの必要性に関し特に不合理な

点も見いだせず、資金調達の必要性が認められる。

（２）相当性

　（ア）他の資金調達手段との比較

　　他の資金調達手段として銀行借入・社債発行、新株発行（公募または新株もしくは第三者割当）、転換社債

型新株予約権付社債発行、行使価額が固定された新株予約権の割当て、新株予約権の無償割当てによる調達手

段と比較して、既存株式の希薄化の程度、投資家側の事情、当社にとっての資金調達の確実性やその財務状態

を考えると、新株予約権の第三者割当による資金調達に合理性があり、特に不合理な点は見いだせない。

（イ）割当先について

　　割当予定先であるEvolution Biotech Fundについて、十分に投資実績があり、調査会社に委託して当該割当

予定先及び割当予定先に出資している投資家が反社会的勢力に該当するか否かの調査も行っており、この調査

の過程で特に問題のある情報は検出されていない。

　（ウ）発行条件について

　　有価証券の価値の査定に定評のある株式会社赤坂国際会計が本件第三者割当にかかる新株予約権について発

行条件を踏まえて価値評価を行っており、同社が評価額をどのように算出したかについて、同社担当者から直

接説明を受け、その説明について特に不合理な点は見いだせない。その評価額に照らして、発行価格について

不合理な点はない。その他の発行条件についても、当社と割当予定先との間で締結予定である投資契約書のう

ち主要な契約条件を検討し、特に不合理な点を見出しておらず、当該投資契約書については当社の代理人とし

て外部の法律事務所における弁護士が交渉を担当しているとのことで、その交渉プロセスにも不備がない。
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　（エ）希釈化について

　　本件第三者割当により既存株主の持株比率及び議決権比率に大きな希薄化が生じるものの、本件第三者割当

により調達した資金が貴社の中核ビジネスとして利益成長を実現することとなる、UMN-0502製品供給及び米国

向けFlublok
®
原薬輸出事業を通じた収益拡大、並びに自社開発パイプラインの早期事業化や新規シーズ導入と

いった各計画に充てられることを考えると、本件第三者割当が貴社の企業価値及び株主価値の向上につながる

蓋然性は非常に高いと思われ、当社の株主にとって希薄化を上回る効果があると思われる。

（オ）その他

　　当社は、投資家への配慮として、業績予想値に関する今後の開示について、保守的な数値をとりつつ、リス

クに関する説明を充実させ、今まで以上に充実させることを企図している。この点についても本件第三者割当

の相当性を基礎づける要素として評価する。

 
　上記意見書を参考に討議・検討した結果、当社は、平成28年11月４日開催の取締役会において、本件第三者割当

を行うことを決議いたしました。

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

 
該当事項はありません。
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第二部 【公開買付けに関する情報】

 

第１ 【公開買付けの概要】

 

該当事項はありません。

 

第２ 【統合財務情報】

 

該当事項はありません。

 

第３ 【発行者(その関連者)と対象者との重要な契約】

 

該当事項はありません。
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第三部 【追完情報】

 
１．事業等のリスクについて

「第四部　組込情報」の有価証券報告書(第12期、提出日平成28年３月30日)及び四半期報告書(第13期第２四半

期、提出日平成28年８月10日)(以下、「有価証券報告書等」といいます。)の提出日以降、本有価証券届出書提出日

(平成28年11月４日)までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事業等のリスク」について、変更が

あった事項は以下のとおりであります。

(2) 当社事業遂行上のリスク

⑪　特許に関する訴訟及びクレームのリスクについて

当社グループのパイプラインに関連する主な特許の状況は以下の表のとおりであります。

パイプライン 発明の名称 所有者 出願番号/登録番号

UMN-0502/0501/0901
インフルエンザ血球凝集素
多価ワクチンの製造方法

プロテインサイエンシーズ 特許3757318号

UMN-0502/0501/0901
インフルエンザ血球凝集素
多価ワクチンの製造方法

プロテインサイエンシーズ 特許4031478号

UMN-0502/0501/0901
インフルエンザ血球凝集素
多価ワクチンの製造方法

プロテインサイエンシーズ 特許3918949号

UMN-0502/0501/0901
インフルエンザ血球凝集素
多価ワクチンの製造方法

プロテインサイエンシーズ 特願2009-023520

UMN-2003
NOROVIRUS CAPSID AND
ROTAVIRUS VP6 PROTEIN FOR
USE AS COMBINED VACCINE

VESIKARI, TIMO et al. PCT/FI2011/050880

UMN-2003
NOROVIRUS CAPSID AND
ROTAVIRUS VP6 PROTEIN FOR
USE AS COMBINED VACCINE

VESIKARI, TIMO et al. WO2012049366

UMN-2003
NOROVIRUS CAPSID AND
ROTAVIRUS VP6 PROTEIN FOR
USE AS COMBINED VACCINE

VESIKARI, TIMO et al. EP2011832191A

UMN-2003
NOROVIRUS CAPSID AND
ROTAVIRUS VP6 PROTEIN FOR
USE AS COMBINED VACCINE

VESIKARI, TIMO et al. FI20106067A

UMN-2003
NOROVIRUS CAPSID AND
ROTAVIRUS VP6 PROTEIN FOR
USE AS COMBINED VACCINE

VESIKARI, TIMO et al. TW2011137092A

 

 

EDINET提出書類

株式会社ＵＭＮファーマ(E27038)

有価証券届出書（組込方式）

35/45



 

パイプライン 発明の名称 所有者 出願番号/登録番号

UMN-2003
NOROVIRUS CAPSID AND
ROTAVIRUS VP6 PROTEIN FOR
USE AS COMBINED VACCINE

VESIKARI, TIMO et al. SG20132797A

UMN-2003
NOROVIRUS CAPSID AND
ROTAVIRUS VP6 PROTEIN FOR
USE AS COMBINED VACCINE

VESIKARI, TIMO et al. CN201180049612A

UMN-2003

混合ワクチンとして使用す
るためのノロウイルスカプ
シド及びロタウイルスVP6
タンパク質

ヴェシカリ　ティモ、
ブラジェヴィッチ　ヴェス
ナ

特願2013-533249A

UMN-2003
NOROVIRUS CAPSID AND
ROTAVIRUS VP6 PROTEIN FOR
USE AS COMBINED VACCINE

VESIKARI, TIMO et al. AU2011315405A

UMN-2003
NOROVIRUS CAPSID AND
ROTAVIRUS VP6 PROTEIN FOR
USE AS COMBINED VACCINE

VESIKARI, TIMO et al. CA2814175A

UMN-2003
NOROVIRUS CAPSID AND
ROTAVIRUS VP6 PROTEIN FOR
USE AS COMBINED VACCINE

VESIKARI, TIMO et al. US13269326A

UMN-2003
NOROVIRUS CAPSID AND
ROTAVIRUS VP6 PROTEIN FOR
USE AS COMBINED VACCINE

VESIKARI, TIMO et al. MX2013004159

UMN-2003
NOROVIRUS CAPSID AND
ROTAVIRUS VP6 PROTEIN FOR
USE AS COMBINED VACCINE

VESIKARI, TIMO et al. RU2013121815

 

 

本有価証券報告書提出日現在において、当社グループの開発及び製造に関連した特許権等の知的財産権につ

いて、第三者との間で訴訟及びクレームが発生した事実はありません。

また、当社グループは今後発生し得るこのような問題を未然に防止するため、事業展開にあたっては弁護士

との相談や特許事務所を通じた特許調査を適宜実施しており、現時点において、当社グループの事業が第三者

の特許権等に抵触する可能性は低いものと認識しております。

しかしながら、当社グループのような研究開発型の企業にとって、差止請求、損害賠償請求、実施料請求等

の知的財産権侵害問題の可能性を完全に排除することは困難であります。また、当社グループが第三者との法

的紛争に巻き込まれた場合、解決に時間及び多大な費用を要する可能性があり、さらに、当社グループが第三

者から差止請求権や損害賠償請求権を行使されたり、高額な実施料を請求されたりすることにより、当社グ

ループの事業戦略や経営成績、財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

⑮　ヴェシカリ教授・ブラゼヴィッチ博士とのライセンス契約における契約解除の可能性について

平成28年９月に締結したヴェシカリ教授・ブラゼヴィッチ博士との組換えノロウイルスVLP単独ワクチンの全

世界における非独占事業化権に係る契約において、契約解除条項は、以下のとおりとなっております。

「一方に回復出来ない義務違反があった場合、60日前までの通知で他方が解約できる。」

この他に契約解除条項は付されておりませんので、当該条項に該当する事案が発生する可能性は極めて低い

と考えておりますが、何らかの理由により当該条項に抵触した結果、契約が解除された場合、当社グループの

パイプラインであるUMN-2002に関する事業を中止せざるを得なくなる結果、当社グループの事業戦略に影響を

及ぼす可能性があります。

また、当該有価証券報告書等に記載されている将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日(平成28年11月４

日)現在においても変更の必要はないものと判断しております。
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２．臨時報告書の提出

当社は、後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第12期)提出日(平成28年３月30日)以降、本有価証

券届出書提出日(平成28年11月４日)までの間において、以下の臨時報告書を関東財務局長に提出しております。

 

(平成28年４月１日提出)

１　提出理由

当社は、平成28年３月29日の定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条

の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本報告書を提出す

るものであります。

２　報告内容

(1) 株主総会が開催された年月日

平成28年３月29日

(2) 決議事項の内容

第１号議案　取締役４名選任の件

取締役として、平野達義、中田文久、橋本裕之、成清勉の４氏を選任する。

 
第２号議案　監査役３名選任の件

監査役として、高木淳一、加藤久満、加藤凱信の３氏を選任する。

 

 (3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要

件並びに当該決議の結果

決議事項
賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

可決要件
決議の結果及び
賛成割合
(％)

第１号議案    

(注)

  

　平野　達義 57,853 1,699 0 可決 95.72

　中田　文久 58,351 1,201 0 可決 96.55

　橋本　裕之 58,335 1,217 0 可決 96.52

　成清　　勉 58,374 1,178 0 可決 96.58

第２号議案    

(注)

  

　高木　淳一 58,979 586 0 可決 97.58

　加藤　久満 58,918 647 0 可決 97.48

　加藤　凱信 58,777 788 0 可決 97.25
 

(注)　議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決

権の過半数の賛成によります。

 

(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計したこと

により、決議事項の可決又は否決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権

の確認ができていない議決権数は加算しておりません。

　

　３. 最近の業績の概要

平成28年10月31日開催の取締役会において承認された第13期第３四半期連結会計期間（自 平成28年７月１日 至

平成28年９月30日）及び第13期第３四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日）に係る四半

期連結財務諸表は以下のとおりであります。

なお、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査法人の四半期レビューは終了しておりませんので、

四半期レビュー報告書は受領しておりません。
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（１）四半期連結貸借対照表
           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 842,121 1,322,145

  売掛金 17,897 17,897

  仕掛品 417,590 61,698

  原材料及び貯蔵品 1,685,139 1,746,191

  前渡金 25,390 65,850

  その他 315,620 217,230

  流動資産合計 3,303,759 3,431,012

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 4,680,456 4,386,225

   機械及び装置（純額） 2,555,545 2,076,029

   工具、器具及び備品（純額） 72,904 57,647

   リース資産（純額） 426,233 345,891

   建設仮勘定 401,254 2,238,571

   有形固定資産合計 8,136,395 9,104,365

  無形固定資産 171,795 118,900

  投資その他の資産 196,356 194,455

  固定資産合計 8,504,547 9,417,721

 資産合計 11,808,306 12,848,734

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 342,886 320,209

  短期借入金 3,600,000 6,000,000

  1年内返済予定の長期借入金 1,119,000 1,081,500

  未払金 82,842 139,863

  未払法人税等 21,819 27,877

  その他 163,479 181,061

  流動負債合計 5,330,029 7,750,512

 固定負債   

  長期借入金 5,210,000 4,402,000

  長期預り金 340,332 340,332

  資産除去債務 175,482 177,920

  その他 418,682 326,719

  固定負債合計 6,144,496 5,246,972

 負債合計 11,474,525 12,997,485

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 8,697,869 9,820,956

  資本剰余金 8,366,869 9,489,956

  利益剰余金 △16,730,760 △19,459,467

  自己株式 △197 △197

  株主資本合計 333,781 △148,751

 純資産合計 333,781 △148,751

負債純資産合計 11,808,306 12,848,734
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 70,742 64,773

売上原価 34,913 24,796

売上総利益 35,828 39,976

販売費及び一般管理費 2,995,673 2,817,601

営業損失（△） △2,959,845 △2,777,624

営業外収益   

 受取利息 350 55

 為替差益 2,206 329

 助成金収入 76,263 66,362

 その他 3,868 577

 営業外収益合計 82,689 67,324

営業外費用   

 支払利息 109,423 145,350

 株式交付費 72 17,024

 支払手数料 88,907 105,298

 営業外費用合計 198,403 267,674

経常損失（△） △3,075,559 △2,977,973

税金等調整前四半期純損失（△） △3,075,559 △2,977,973

法人税、住民税及び事業税 4,741 4,516

法人税等調整額 △5,458 △3,782

法人税等合計 △717 733

四半期純損失（△） △3,074,842 △2,978,707

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △250,000

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △3,074,842 △2,728,707
 

 
 

四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年９月30日)

四半期純損失（△） △3,074,842 △2,978,707

四半期包括利益 △3,074,842 △2,978,707

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △3,074,842 △2,728,707

 非支配株主に係る四半期包括利益 － △250,000
 

 
 
（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純損失（△） △3,075,559 △2,977,973

 減価償却費 1,146,060 928,448

 受取利息 △350 △55

 支払利息 109,423 145,350

 支払手数料 88,907 105,298
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 株式交付費 72 17,024

 補助金収入 △76,263 △66,362

 売上債権の増減額（△は増加） △7,734 －

 たな卸資産の増減額（△は増加） △969,271 294,840

 仕入債務の増減額（△は減少） 494,342 △22,677

 預り金の増減額（△は減少） △14,081 △4,508

 その他 △472,944 103,531

 小計 △2,777,400 △1,477,083

 利息の受取額 350 56

 利息の支払額 △108,403 △145,741

 補助金の受取額 76,263 66,362

 法人税等の支払額 △6,385 △6,263

 その他 △69,325 △70,427

 営業活動によるキャッシュ・フロー △2,884,899 △1,633,095

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △254,752 △1,843,413

 無形固定資産の取得による支出 △2,600 △110

 敷金の差入による支出 △8,045 －

 敷金の回収による収入 145 2,000

 差入保証金の回収による収入 600 －

 投資活動によるキャッシュ・フロー △264,653 △1,841,523

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 2,172,222 2,400,000

 長期借入金の返済による支出 △62,500 △845,500

 リース債務の返済による支出 △75,006 △79,007

 株式の発行による収入 13,328 2,216,500

 少数株主からの払込みによる収入 － 248,250

 その他 － 14,400

 財務活動によるキャッシュ・フロー 2,048,043 3,954,642

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,101,509 480,023

現金及び現金同等物の期首残高 2,080,221 842,121

現金及び現金同等物の四半期末残高 978,711 1,322,145
 

 
 
（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

 
（継続企業の前提に関する注記）

　　　 該当事項はありません。

 
（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　　　 平成28年６月13日にEvolution Biotech Fundに対して発行した第19回新株予約権（行使価額修正条項付き）（第

三者割当）の権利行使による新株式発行等により、当第３四半期連結累計期間において資本金及び資本剰余金がそ

れぞれ1,123,087千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において、資本金が9,820,956千円、資本剰余金が

9,489,956千円となっております。

 
（セグメント情報等）

　　　 当第３四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年9月30日）

　　　 当社グループは、医療用医薬品の研究開発及びこれに関連する事業の単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。
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第四部 【組込情報】

 
次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
(第12期)

自　平成27年１月１日
至　平成27年12月31日

平成28年３月30日
関東財務局長に提出

四半期報告書
事業年度

(第13期　第２四半期)
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

平成28年８月10日
関東財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(ＥＤＩＮＥＴ)を使用して提

出したデータを「開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について」(電子開示手続等ガイドライ

ン)Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。

 

第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第六部 【特別情報】

 

第１ 【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　

平成28年３月29日

株式会社  ＵＭＮファーマ

取締役会  御中
 

 

有限責任監査法人 トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  水　　上　 　 亮 比 呂  印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  勢   志        元     印

 

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＵＭＮファーマの平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ＵＭＮファーマ及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

強調事項

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成28年２月12日開催の取締役会において、連結子会社である

株式会社ＵＮＩＧＥＮが保有する岐阜工場に関する追加設備投資を決議している。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社である株式会社ＵＮＩＧＥＮは、平成28年３月28日の取締役

会決議に基づき、同日に保証委託契約変更覚書を締結している。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社である株式会社ＵＮＩＧＥＮは、平成28年３月28日開催の株

主総会において、第三者割当による新株式発行を決議している。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ＵＭＮファーマの平

成27年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、株式会社ＵＭＮファーマが平成27年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成28年３月29日

株式会社  ＵＭＮファーマ

取締役会  御中
 

 

有限責任監査法人 トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  水　 上　　　亮 比 呂   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  勢   志       元      印

 

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＵＭＮファーマの平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第12期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ

た。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ＵＭＮファーマの平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成28年８月10日

株式会社ＵＭＮファーマ

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　水　 上　　亮 比 呂　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　宮　　澤　　義　　典　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＵＭＮ

ファーマの平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年４月１日か

ら平成28年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年１月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＵＭＮファーマ及び連結子会社の平成28年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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